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聞こえてきますか、技術の鼓動。
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高度化・多様化する配電運用業務を強力に支援 

富士電機の配電自動化システム 

システムコントロールの富士電機 

■オープン分散アーキテクチャを駆使した広域配電自動化システムにより 

　シームレスな運用を実現します。 

■豊富なフィールド実績に基づく高度な運用支援機能をパッケージ化しました。 

支店または拠点営業所に、全系統設備データの統合管

理機能と集中監視制御機能を持つ配電サーバを設置し、

各営業所には自律運用を可能とする営業所サーバを配

置した構成となっています。営業所境界を意識させな

いシームレスな運用を可能とした高度な広域配電自動

化システムを低コストで提供します。 

広域配電自動化システムの構成 
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電力変電技術分野は，高信頼度化・高機能

化はもとより，大容量化，縮小化，環境調和，

経済性向上などの面で進展してきた。

富士電機は，全装輸送の火力用大容量変圧

器，超高圧ガス絶縁開閉装置（GIS），輸送

制約に対応した分解輸送形変圧器など，合理

化技術を適用して縮小化，輸送・据付け工事

の合理化を実現した。また，高機能の第二世

代ディジタルリレー，LANによる変電所監

視システムの開発により，電力の安定供給に

貢献している。

表紙写真は，工場のクリーンルームと現地

の変電所を背景に，その間を1回線全装輸送

される超高圧GISを表現したものである。

表紙写真



だいぶ以前に学生が就職先について相談にきたので，電

力機器のメーカを勧めたところ，いつも身近に触れること

ができるような製品を造る企業に入りたいと言って，簡単

に断られてしまった記憶がある。一方，私見として具体的

にとらえられるようになってきたのが，「電力機器を身近

なものとしようとする視点に，新しい技術のヒントが生ま

れるのではあるまいか」ということである。現代を支える

二つの巨大な社会基盤は，電力・エネルギーシステムと情

報・通信システムである。情報・通信システムに不可欠な

大型コンピュータを身近なものと思う学生諸君は少ないが，

パソコンは日常の道具として当然のごとく使っている。し

かしながら，パソコンがまだ世の中に現れていなかった頃，

大型コンピュータが自分の机の上に載るくらい小さくなり，

個人でも買えるようになると考えた人も少なかった。すな

わち，かつてコンピュータは身近に触れられるものではな

かった。このアナロジーからいえば，電力事業を支えてき

たが身近ではない電力技術が，家庭に入り込める可能性は

十分考えられる。

その兆しを，発電機を搭載し駆動力にモータを使うハイ

ブリッド自動車に見ることができよう。ハイブリッド自動

車では限られた燃料を使って，一定走行だけでなく，急加

速や急な坂を登るとき，短時間に所定の大電力も供給でき

るような，電力の発生と制御の高度な技術が要求されてい

る。このため，走る電力システムと呼んでもおかしくはな

い。内燃機関を使わずに燃料電池で発電するハイブリッド

自動車が次世代のものとして期待されているが，これは移

動のためばかりでなく電源車としても活用できよう。つま

り，自動車が車庫に止まっているときには，燃料電池が自

宅の電気を供給するのである。このようにハイブリッド自

動車は発電から送変電システムまでがコンパクトにまとまっ

ており，日常生活のなかの身近な電力システムとなる。燃

料電池を使ったハイブリッド自動車が実用化されると，自

動車の需要，生産台数を考えれば燃料電池，周辺の電力変

換装置の低価格化が急速に進むことが予想される。このと

き従来の電力分野での常識と，まったく異なる事業展開が

始まるのは，パソコンの例を出すまでもないであろう。

ところで，電力・エネルギーシステムと情報・通信シス

テム両者において，システムのなかを移動する中身ならび

にハードウェア技術の位置づけを比較してみたい。まず，

システムのなかを移動するのは，それぞれ電力と情報であ

るが，情報の場合にシステムの価値はハードウェアよりも

伝達される内容により判断される。これに対し，電力シス

テムでは送られてくる電力により，ユーザ側のさまざまな

ハードウェアがどのように機能するかで評価される。さら

に，将来はユーザごとに電源も含んだサブシステムが構築

される方向にある。そのため，小容量電力機器の多量な需

要が生まれることになる。ハイブリッド自動車や家庭用電

力に代表されるサブシステム内では，複数の負荷の電力を

効果的に制御することで，システム内に有する限られたエ

ネルギーを有効に使わなければならない。

この命題は上位に位置する既存の電力システムにも負わ

されている。とくにわが国のような島国では，限られたエ

ネルギーを電力として効率よく利用できる革新的な技術開

発が緊急の課題であり，電力の恩恵を自由に受けていない

世界の多くの地域にも貢献できる技術となる。これまで述

べてきた技術は，従来の固定観念を破るような発想を土台

とする必要がある。このような新しい技術は変電システム

技術が中心的な核となって，道を開いていくことになろう。

従来の技術のうえに，さらに応答速度の異なる電力貯蔵装

置，パワーエレクトロニクス，高速度スイッチング技術，

パルス大電力技術などの活躍が期待される。総合的なハー

ドウェア技術として不動の位置を築いた電力技術は，次の

進化過程といえるダウンサイジング化と機器台数の増加を

めざした発想により，家庭でも身近なものとなり，産業と

して大きく花開くものと考える。

電力技術を家庭に

472（2）

石井　彰三（いしい　しょうぞう）

東京工業大学工学部教授 工学博士
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まえがき

現代社会における電力エネルギー依存度はきわめて高く，

そのなかで電力変電技術は，電力エネルギーの安定的な高

品質流通に重責を担っている。電力変電技術分野は大別し

て変圧器，開閉設備などの変電機器とこれら設備の保護制

御システムからなっている。変電機器は大容量化，縮小化，

環境問題対応などの面で進展してきた。また，保護制御シ

ステムは，電力系統運用の高信頼度要求の下に，近年の電

子技術を取り入れた高度保護制御，高信頼度化などにおい

て技術進歩を遂げてきた。さらに今後は個々の分野におけ

る技術進歩は当然のこと，変電所全体としてのシステム的

観点から検討することが要請されている。本稿では電力変

電分野の技術動向と富士電機の具体的取組み状況，さらに

将来動向，今後の課題について概要を述べる。

変電機器技術の動向

２.１ 変圧器

高電圧・大容量化への取組み

富士電機は1925年（大正14年）に変圧器の製造を開始し

て以降，油入変圧器の高電圧・大容量化に取り組んできた。

その変遷を図１に示す。超々高圧変圧器の分野では，1968

年にアメリカ・ボンネビル電力庁に納入以来，1986年に南

アフリカ ESKOM電力庁 765 kV 2,000MVA（バンク）単

巻変圧器など国内はもとより海外にも納入実績があり，現

在まで雷インパルス耐電圧 1,300 kV 以上の超々高圧変圧

器を累計で77バンク 48,377MVA納入してきた。

国内電力会社向け送電用 500 kV 変圧器は，1980年に関

西電力（株）西播変電所向けに 525 kV 1,000MVA（バンク）

を納入以来，累計で10バンク 8,390MVAを納入している。

最近では，関西電力（株）西播変電所向け増設器 525 kV

1,000MVA（バンク），北陸電力（株）中能登変電所向けに

525 kV 750MVA（3バンク）を納入し運転中である。

一方，火力発電所用昇圧変圧器については，大容量化技

術の開発に注力し，1990年，東京電力（株）東扇島火力発電

所向けに 280 kV 1,100MVA変圧器を納入した。以降，東

北電力（株），北陸電力（株），中部電力（株）に納入し，この

分野で着実な実績をあげている。

合理化技術を適用した大容量変圧器

火力発電所の大容量昇圧変圧器として，低騒音化技術と

１タンク化技術を適用した全装輸送形変圧器を納入した。

また，輸送条件が厳しい遠隔地の山間部の発変電所に設置

されるケースに対しては分解輸送形変圧器を納入した。

東京電力（株）千葉火力発電所に納入した 281.25 kV 380

MVA器 8台は，最新の低騒音技術を適用して全装輸送化

を実現し，輸送と現地据付け工事の合理化を図った。

ステップラップ接合鉄心と変圧器タンクに制振鋼板を採

用し，変圧器本体の裸騒音の低減を図り，防音壁を省略し

た（騒音値： 65 dB）。さらに冷却器などの付属品をバラ

ンス良く配置することにより，工場試験で組み上げた状態

そのままの全装の状態で輸送を可能とした。現地で組み立

てるものは二次側電力ケーブル接続箱だけである。この結
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図１　油入変圧器の高電圧・大容量化の変遷
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果，現地据付け工期がこれまでよりも30％短縮することが

できるとともに信頼性の向上も図ることができた。全装輸

送中の状況を図２に示す。

このほか，国内火力発電所に納入した 275 kV 265MVA

６台は，従来は主変圧器と所内変圧器が個別に製作設置さ

れていたが，一つのタンク内にそれぞれの鉄心，巻線を収

納し，冷却器，機械式保護継電装置，監視計器などを共用

とした構造とした。これにより設置スペースの縮小化，基

礎・防音壁の数量減，輸送・消火設備・相分離母線の簡素

化，現地据付け工期の短縮を図った。また従来の 2台に対

して 1台となるので，保守の省略化を図ることができた。

一方，分解輸送形変圧器は，中部電力（株）新北信変電所

に 275 kV 250MVA，東北電力（株）羽後変電所に 275 kV

100MVAを納入した。分解輸送形変圧器は，工場で普通

三相器として製作し試験検査ののち輸送単位に分解してト

レーラで現地まで輸送され，再組立後確認試験を行ってい

る。

鉄心，巻線は分割して輸送されることになるが，鉄心は

輸送時の変形・ずれ防止のため，輸送治具で固定している。

また，巻線は輸送および現地組立時の防湿・防じん対策の

ために高分子フィルムでパックしている。分解輸送形変圧

器の開発により，輸送制約の厳しい場所においても道路拡

幅・橋梁（きょうりょう）補強などの特別な輸送対策も必

要なく輸送できるようになった。

分解輸送形変圧器技術の開発により，輸送条件の異なる

設置場所に対して，輸送コストも含めたトータルコストダ

ウンが図れる変圧器構造（普通三相器，特別三相器，分解

輸送器）を選択できるようになった。

防災形変圧器

SF6 ガス入変圧器，モールド変圧器は，不燃・難燃化に

よる防災性の向上などが長所として評価されており，都市

部の変電所などでその用途が拡大している。

富士電機は，SF6 ガス入変圧器の開発に1973年以来，長

年取り組んできた。最近では，中国電力（株）島田変電所に

110 kV 40MVA器を納入した。現在まで199 台（1,684.6

MVA）を納入した。

富士電機は純ガス式の SF6 ガス入変圧器の冷却方式に

冷却効率の良いハイヘッドラジエータ方式を実用器に初め

て適用するなど合理化を図ってきた。1997年に純ガス式で

さらに大容量化を図るべく，導ガス水冷式66 kV 60MVA

SF6 ガス入変圧器の単相器を試作し，良好な検証結果を得

た。過去の製作実績と合わせると，154 kV 60MVA級 SF6

ガス入変圧器の技術を確立できた。三次元電界解析，ガス

流解析，モデル実験などで確認した絶縁設計技術，冷却設

計技術を適用して小形・軽量化を図った。耐熱クラスは E

とし，巻線には耐熱性自己融着転位電線を採用して機械的

強度を高めている。また，コンパクト化した 2抵抗 4真空

バルブ方式の 600A形負荷時タップ切換装置と電子制御式

電動操作機構を開発し，高信頼度化・長寿命化を図った。

モールド変圧器は，1970年に国内で他社に先駆けて製作

した。これまでモールド変圧器の国内トップメーカーとし

て国内最大容量級 13,000 kVAなどを製作し，累計生産台

数も 50,000 台を超えている。富士電機のモールド変圧器

は製作開始以来，一貫してシート巻線と金型による真空注

型方式でモールド巻線を構成している。その優れた絶縁性

能により，工場，ビル，公共施設，上下水道などの受変電

設備に数多く設置されている。

一方，21世紀の変圧器として注目されている超伝導変圧

器を九州大学と共同で開発した。超伝導変圧器は，技術的，

経済的な課題を残しているものの，不燃化とともに大幅な

縮小化，低損失化が図れるので魅力ある製品といえる。

試作器は，ビスマス系酸化物超伝導線を巻線に用いた液

体窒素冷却，定格電圧 6.6 kV，定格容量 500 kVA単相器

である。その外観を図３に示す。これは酸化物高温超伝導

を用いた世界最初のものである。

２.２ 開閉装置

ガス遮断器

ガス遮断器（GCB）は，アークエネルギーを有効に利用

した消弧室の構造に改良を加え，電流遮断性能および耐電

圧性能を向上させ，極間コンデンサを省略した新形の 300

kV 50kA（一点切り）GCB（BAK830）を開発し，1997年

から適用を開始した。

GCBの操作器については，1974年から国内で他社に先駆
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図２　全装輸送中の主変圧器

AM182241

図３　液体窒素冷却単相500 kVA超伝導変圧器の外観
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けて油圧操作器を採用し，これまで約 6,000 台を製作，国

内で最大の運転実績を誇っている。完全ブロックシステム

による配管レスの構造など，先進的な取組みにより品質の

安定化を達成してきた。

また72/84 kV GCB については，従来の油圧操作器に加

えて，電動ばね操作GCB（BAK808）を開発しシリーズ化

した。これに適用した消弧室は電流遮断時のアークエネル

ギーを有効に利用し，ガス吹付け圧力を高める熱パッファ

（自力消弧）方式と小電流遮断用の小さな機械パッファ方

式を併せ持った構造としている。消弧室の寸法を小形化す

るとともに操作エネルギーを従来の機械パッファ方式に対

して半減している。この高性能の消弧室の開発により，操

作力の小さな電動ばね操作器も適用が可能となった。

ガス絶縁開閉装置

ガス絶縁開閉装置（GIS）は，1970年以来約 3,000 回線の

納入運転実績がある。特に定格電圧 204 kV 以下の機種で

高信頼度化，縮小化に注力してきた。また，ユーザーの多様

なニーズに対応して，富士電機独自に育（はぐく）んでき

たコンポーネント技術をもとに斬新（ざんしん）なアイデ

アとユニークな発想により製品化してきた。最近，240/

300 kV 相分離形 GIS と 72/84 kV 新縮小形 GIS を新たな

系列に加えた。GIS およびキュービクル形 GIS（C-GIS）

の系列を図４に示す。

1996年に 300kV相分離形GIS（SDA530）を開発し，1998

年から国内電力会社に納入している。このGIS は従来の三

相一括形 300 kV GIS でなし得なかった 1回線全装輸送の

実現を開発のコンセプトとした。開発にあたっては，三次

元電界解析，気流解析など高度な解析技術も駆使した。構

成機器に極間コンデンサのない新形GCB，高性能避雷器，

縮小形計器用変圧器を適用してGIS 全体の小形化を図り，

従来の三相一括形よりも縮小，軽量化を図った。この結果

GIS 全体の小形化が図られ，トレーラによる１回線全装輸

送が実現できた。

タンクにアルミニウムを用いているが，アルミニウムの

機械加工性の良いところに着目し，製作面での合理化を積

極的に取り入れたものである。また，標準回線 1回線の質

量は12 t ときわめて軽量となっている。

全装輸送によって，工場で組立・試験を行ったGIS をそ

のまま変電所に据付けでき，品質面の向上が図れ，現地据

付け工期も半減できた。

72/84kV GISについては，従来の三相一括形縮小形（S

DH108，SDK108）をさらに構成要素の複合化を進めた新

縮小形（SDH208）を開発した。構成機器には新形の消弧

室，高性能避雷器を適用した。線路側機器は複合化の拡大

により従来の 3タンクを 1タンクにしている。従来形に比

較して，据付け面積で57％，容積で42％と大幅な小形化を

図った。特に回線幅 1,100 mm，高さ 2,300 mm と 6 kV

キュービクル並みの寸法を実現した。大幅な寸法縮小化に

より５回線一体トレーラ輸送も可能とし，設置スペース削

減はもとより，据付け工期の短縮も図ることができた。

また，工場・ビル関連の環境調和形受変電設備として，

新形72/84 kV キュービクル形 GIS（SDD308）を開発し，

1996年から60回線（CB数）の納入実績がある。母線・ケー

ブル接続部には従来方式の低ガス圧（0.05MPa）角形タン

ク構造を，また遮断器・断路部部分には高ガス圧（0.5

MPa）円筒形タンクを採用するというユニークな構成で

列盤構成とし縮小化を図った。一体輸送化により現地据付

け工期が従来形の 1/3 以下となった。
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避雷器

避雷器（LA）は，富士電機独自で開発した酸化亜鉛形

素子を適用している。近年絶縁設計の合理化と機器の縮小

化の要請に対応して保護レベルを低減した高性能 LAが適

用されている。

ZnO結晶を微細化して単位長あたりの動作開始電圧を

増加した高性能酸化亜鉛素子を開発した。この素子を適用

した66 ～ 275 kV 系統用のタンク形 LAをシリーズ化した。

高性能の素子は，動作開始電圧を素子 1mmあたり 200V

から 300V に高くすることが可能で，素子の厚さを従来の

約 2/3 にすることができる。

従来は，154 kV，275 kV 系の LAは素子の配列が三柱

構造であったが，素子の厚さが薄くなったため，シンプル

な単柱構成が可能となった。この高性能 LAは近年開発し

た 300 kV GIS，新縮小形72/84 kV GIS に適用されており，

GIS の縮小化に大いに貢献している。

２.３ 変電所保護制御技術の動向

保護継電装置

ディジタル形保護継電装置（以下，ディジタルリレーと

いう）が出現して約15年が経過した。富士電機の製品 1号

機は基本系列記号 DUCとして1983年に開発したが，当時

のリレー装置搭載CPUはビット長16ビット，クロック速度

６MHzというものであり，演算速度の制約からアセンブ

ラ言語を使用するものであった。しかしディジタルリレー

の特長，すなわち，アナログ部品の低減によるリレー特性

の安定化，自己診断機能による装置稼動信頼度の向上，装

置占有面積の大幅低減などの特長は十分に有し，広くその

利点を認められ普及するに至った。その後マイクロコン

ピュータ関連技術の進歩と系統保護上の要求により DUF

シリーズを開発した。DUFシリーズではビット長32ビッ

ト，クロック速度16MHz の CPUが用いられ，C言語が

大幅に適用された。装置の機能向上に伴いソフトウェア開

発量は幾何学的に増大する方向にあるが，C言語の適用は

開発効率の向上と信頼性の向上に大きく寄与するものであっ

た。またDUFではアナログ入力部にDSP（Digital Signal

Processor）と高速サンプリングを用いて，フィルタリン

グ機能のディジタル処理分担が大幅に拡大された（サンプ

リングに関する折返し誤差除去用にわずかにアナログフィ

ルタ部分が残っている）。従来，ディジタルリレーといえ

ども高調波除去および折返し誤差除去用のフィルタ機能は

アナログ素子に頼っており，これが特性経年変化要因とし

て DUCシリーズの弱点として残っていたが，このディジ

タルフィルタ機能の拡大により上記弱点を克服することが

できた。また，必要アナログフィルタ特性はリレー要素ご

とに異なるが，ディジタルフィルタ処理の拡大により大幅

にハードウェアの標準化が達成されたこと，サンプリング

周波数の増大（従来比 8倍）が新たな高度保護アルゴリズ

ムへの展開となりうることも大きな特長である。その後保

護リレーシステムを取り巻く状況として，近年の電力系統

の高稼動運用に伴う保護システムに対する責務の高度化の

ほかに，以下のような新たな開発を要する事項を生じてき

た。

™マイクロコンピュータ，メモリに代表される急速に進歩

するハードウェア技術を積極的に取り入れディジタルリ

レー基本能力を高め，また価格性能比の向上を図ること。

™ディジタル保護継電装置の特長である常時監視，自動

点検機能をさらに高度化し一層の装置稼動信頼度の向上

を図ること。

™装置の保守点検，整定，監視など運用業務については

遠隔運用を含めた省力化，効率化が図れること。

™リレーシステム動作時の状況を容易に解析できること。

また装置の故障時には障害部位の特定，復旧ガイダンス

などにより系統あるいはシステム復旧時間の短縮を図れ

ること。

™LANなどのシリアル伝送技術を取り入れ，増大しつつ

ある電気所内外装置間の情報の伝送を高速度，低占有面

積，低コストで実現すること。

このような概念の下に開発された第二世代ディジタルリ

レー（DUGシリーズ）の仕様を，富士電機の従来形ディ

ジタルリレー仕様と比較して表１に示す。さらに具体的な

内容については，本特集の別稿「第二世代ディジタルリレー

を適用した変圧器保護継電装置の開発」を参照していただ

きたい。

変電所監視制御システム

変電所監視制御システムは，ディジタルリレーに見られ

るような装置へのマイクロコンピュータ技術の適用，遠方

監視制御装置（テレコン）の機能・性能向上との協調，

LAN技術の適用，監視制御に関する先進的ヒューマンイ

ンタフェース技術の採用などの背景によって技術進歩を遂

げてきた。現在の変電所においては上記技術の採用度に応

じて，またユーザーの標準化方針，さらには当該変電所固

有の条件に応じて，さまざまなシステム形態が存在する。

ここでは，富士電機の事例（研究中のものを含む）により

最近の動向を図５をもとに紹介する。監視制御盤はディジ

タル化されて回線単位に設置され，そこに当該回線が要求

する必要機能（監視，制御，計測，同期投入など）が一式

実装される。従来の監視制御システムにおいては，機能単

位に盤が構成されていたために盤間の情報結合は密であっ

たが，新しいシステム構成では，回線単位の各盤はおのお

の独立し（情報的に疎結合），保守性の向上，盤の事故波

及の防止，標準化が図られている。監視制御盤とテレコン，

監視制御盤と保護リレー盤の情報結合は LANなどシリア

ルインタフェースにより結合されている。上位制御所側で

は各変電所のより詳細な情報を要求する傾向にあるが，

LANの採用によりケーブル量を増やさず，かつ従来の補

助リレーインタフェースの類を省略し，縮小化されたシス

テム構成とすることができる。シリアルインタフェース，

LANはシステムの要求度（各回線で同期した交流量瞬時

値を送ることなどが典型的な要求である）に応じて種々の

プロトコル，速度のものが用いられているが，異メーカー

装置混在システムを許容する標準化されたものを用いるの

（2）
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が通例である。変電所情報のモニタリング，制御には

CRTディスプレイまたは同等のものを用いる。変電所の

重要度，使用頻度にもよるが，コストを重視して耐環境性

などを強化した産業用パーソナルコンピュータ（パソコン）

をヒューマンインタフェース手段として使用することも可

能である。

今後の変電技術

電力会社への電力料金の引下げ要請，地球温暖化などの

環境問題への対応，高度情報化社会など社会環境が大きく

変わってきている。

このような社会情勢の変化に対応し，変電機器，設備の

より一層の高信頼度化，コスト低減，環境問題対応に積極

的に取り組む必要がある。

変電機器の縮小化，輸送合理化によるコストダウン

富士電機は，275 kV 以下の各系統電圧の GIS につき，

業界トップクラスの小形・軽量化を達成してきた。GIS は

設計コンセプトにより構造，構成が変わる。例えば，新形

300 kV GIS では相分離構造で遮断器を底面に配置，新縮

小形72/84 kV GIS では三相一括構造で母線を前面に配置

した構成とし縮小化を図った。

富士電機は GIS の GCB，LA，計器用変成器などすべて

のコンポーネント技術を長年にわたり独自で開発し製品に

展開してきた。GIS の縮小技術は成熟化した領域に近いも

のと考えられるが，今後とも GIS の構成機器の GCB，LA，

変成器などの開発改良に努め高信頼度化とコストダウンに

つながる縮小化の研究が課題である。

変圧器は超高圧クラスで全装輸送形変圧器，分解輸送形

変圧器の適用により輸送コストも含めたトータルコストダ

ウンに取り組んできたが，今後はさらに大容量・高電圧変

圧器に分解輸送形変圧器の技術が適用拡大されていくもの

と考えられる。現地組立品質のより一層の向上，現地組立

工事の合理化が課題となる。

一方，変電所をシステム，プラントの視点から電力系統

と各機器の協調設計，レイアウト，機器仕様・構造，輸送，

現地運転保守などエンジニアリング全般について，トータ

ルコストダウンの取組みが必要である。

分散形新世代変電所保護制御システム

保護リレーシステムへの電力系統的課題，制御システム

（2）

（1）
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表１　第二世代ディジタルリレーシステム（従来形との比較） 

分　類 第二世代ディジタルリレー 従来形ディジタルリレー 

DUGDUFDUC形　式 項　目 

主プロセッサ 16ビットCPU（6MHz） 

1.0（基準） 

600Hz/720Hz

12ビット 

アナログ（BPF） 

パネル実装直接操作形 
（LED＋ディジスイッチ） 

アッセンブラ（機械語） 

処理能力 

ヒューマンインタフェース部 

使用言語 

サンプリング周波数 

A-D変換器 

入力フィルタ 

ア
ナ
ロ
グ
入
力
部 

16ビットCPU

600Hz/720Hz 
12ビットAD 4チャネル 

各8点 

簡易リトライ点検機能付き 

装置故障履歴のメモリ保持 

自動監視 

データセーブ解析支援 

遠隔運用対応 

CPU

AI

DI/DO

F 
D
リ
レ
ー
部 

＊Ethernet：米国Xerox Corp. の登録商標 

32ビットCPU（16.6MHz） 

3.0

4,800Hz/5,760Hz

12ビット 

アナログ（一次LP＋二次LP）と 
ディジタル（FIR＋IIR） 

パネル実装直接操作形 
（LED＋テンキースイッチ） 

C言語 

16ビットCPU

600Hz/720Hz 
12ビットAD 8チャネル 

各8点 

簡易リトライ点検機能付き 

装置故障履歴， 
系統事故時のアナログ情報， 
リレー動作のメモリ保持 

32ビットCPU（50MHz） 

10.0以上 

4,800Hz/5,760Hz

16ビット 

アナログ（二次LP＋2BP）と 
ディジタル（FIR＋IIR） 

外部接続可搬式HI（パソコン） 
またはパネル取付けFDP

C言語 

32ビットCPU

4,800Hz/5,760Hz 
16ビットAD 12チャネル 

各8点 

頻度監視，CPUリスタート， 
リトライ点検機能など付加 

装置故障部位の記憶表示， 
系統事故時情報， 
リレー動作記憶 

遠隔整定・監視・診断・解析 
（Ethernet LAN経由） 

＊ 

伝送部 

TC（遠方制御） 

LAN

（集中監視制御部） 

PIO PIO

機側 
制御盤 

主機，VCT

保護盤 

バックアップ制御部 

集中監視制御部 

機側 
制御盤 

主機，VCT

保護盤 

バックアップ制御部 

図５　ディジタル化監視制御システムの構成
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への運転支援および保守支援などの高度運転機能は，重要

な課題として存在するが，今後の変電所保護制御システム

の最大の課題は，総合的コスト低減問題であると思われる。

当該分野における現在までの技術変遷を見ると，個々の装

置についての技術高度化，合理化が先行し，現時点ではテ

レコン，制御装置，保護装置のディジタル化とその間のシ

リアル伝送結合による総合ディジタル化が進行中の段階で

ある。これをコスト低減の立場から見ると今後は GIS，変

圧器など主機に実装されている制御装置，センサを含めた

変電所全体の最適化という視点でとらえることが必要と思

われる。図５からも分かるように，安全性の観点などによ

り，システムは冗長構成を取っており，また接点ベースの

メタルワイヤリングの部分も依然として存在している。保

守点検業務の簡素化および現地工事費の低減，制御室建屋

面積の縮小化をはじめとする変電所敷地面積の縮小化など

トータルコストダウンを追求した場合，機器の近傍に分散

配置し，それらが他の装置（テレコン，保護装置など）と

完全に高速シリアル結合される形態が望ましいものと考え

られる。その場合の技術的課題として重要なものは，過酷

な環境への電子部品の適用，シリアル伝送適用技術（求め

られる機能，性能と標準化），フェイルセイフシステムの

考え方である。現実的には個々の技術の成熟度を勘案しな

がら最終的な形態に近づいていくものと考えられる。さら

に光計器用変流器，変圧器などに代表される新しいセンサ

技術のシステムへの取込みも重要な検討課題である。

運転保守の技術

変電所の巡視・点検の省略化，事故の未然防止，異常時

対応の支援のために，保守支援システムが導入されている。

保守支援システムに入力される機器運転情報は，機器に取

り付けられたセンサにより取り込まれる。機器にセンサを

搭載するようになり10年以上が経過したが，センサの改良

により電子装置にとって屋外の厳しい環境やノイズに対し

て過酷な実フィールドでも実用性能が認められてきた。機

器側センサ，変換器と上位システムも含めたトータルコス

トダウンが課題として残っている。

一方で，変電機器の高信頼度化による保守点検の省力化

に取り組んできた。特殊コーティング処理などを操作器機

構の部材に施すことにより，グリースレスを実現し，制御

回路の無接点化を図った 7.2 kV 真空遮断器，負荷時タッ

プ切換装置をいち早く製品化し，実機に適用して保守点検

の簡素化を可能とした。今後も機器の保守点検の省力化，

点検合理化，長寿命化が望まれており，さらに一層の改良

に努めていく必要がある。

パワーエレクトロニクス技術

富士電機では，パワーエレクトロニクス技術をさまざま

な分野へ適用している。

産業分野では，無停電電源装置，電動機駆動用インバー

タ，化学プラント用整流器，高周波加熱，フリッカ補償装

置など，交通分野では，電車用駆動変換装置や電鉄整流器

などへパワーエレクトロニクス技術を適用しており，近年

では燃料電池や太陽光発電の分散形発電や電池電力貯蔵に

用いられる系統連系用変換装置にも適用している。今後は

超伝導エネルギー貯蔵（SMES）や FACTS（Flexible AC

Transmission Systems）あるいは，配電用機器への適用

拡大が予想される。

パワーエレクトロニクス技術を電力分野へ適用するにあ

たっては，電力用半導体素子の高電圧・大電流化，制御の

高機能化による安定な系統運用および製品の小形化，高効

率化，高信頼性化などが課題としてあげられる。

環境への対応

変圧器の騒音低減については，ステップラップ接合鉄心

や制振鋼板の適用などに取り組んできたが，これからも騒

音の規制が厳しくなるものと考えられる。今後，タンク外

壁の振動抑制技術などの研究によりさらに騒音低減を図っ

ていく必要がある。

1997年12月に京都で開催された「気候変動に関する国際

連合枠組み条約第 3回締約国会議」（地球温暖化防止京都

会議： COP3）で地球の温暖化へ影響を与える温室効果ガ

スに SF6 ガスが指定された。電機業界は，2005年までに

SF6 ガスの購入量に対して，排出量を 3％以下にするよう

自主行動計画を立てて推進することにしている。SF6 ガス

使用量の抑制の考えから新しく開発する製品 SF6 ガス量

を削減した縮小形を開発のコンセプトとする必要がある。

機器メーカーとして SF6 ガス回収装置の能力増強を計画

的に図っていく義務がある。また，SF6 ガスの再精製再利

用技術などガスメーカーとの共同歩調をとった取組みも重

要である。

なお，地球環境に優しい変電機器をめざして，一層の小

形・軽量化，低損失化を進めるとともに，リサイクルが容

易な材料，構造について配慮する必要がある。

あとがき

これまでの変電技術の開発動向，取組み状況について述

べた。より質の高い電力の安定供給と流通設備のトータル

コスト低減に貢献できるよう変電機器，システムの技術開

発に取り組む所存である。
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まえがき

立地条件，厳しい輸送制限などの社会的制約から，超高

圧変電所の用地確保が年々困難になり，これに対処するた

めガス絶縁開閉装置（GIS）も一層のコンパクト化が強く

望まれている。

富士電機はこのようなニーズにこたえて，このたび小

形・軽量で全装輸送が可能な 240/300 kV 相分離形 GIS

（形式： SDA530 形）を開発した。本稿ではこの GIS の構

造，特長，検証試験結果などを紹介する。

開発の経緯

この SDA530 形 GIS の外観を図１に示す。母線を前面，

線路側機器を後面に配置し，遮断器を底面に水平に配した

相分離形の構造である。

わが国では GIS は 300 kV クラスまで三相一括形が主流

になっており，相分離形は相間短絡が皆無であるという長

所はあるものの，三相一括形に比べて大形で高価になると

評価されてきた。しかしヨーロッパでは必ずしも三相一括

形が有利とは考えられておらず，むしろ高電圧分野では相

分離形が主流になっている。

そこで，小形化の点で相分離形と三相一括形のどちらが

有利か原点に戻って検討した。図２は，導体寸法と絶縁寸

法が同一として相分離形と三相一括形の占積率を比較した

例である。図から明らかに相分離形のほうが占積率が高く，

工夫次第では相分離形のほうが小形にできる可能性がある

ことが分かる。

富士電機はこの点に着目して，まず1989年に，新構想に

基づく小形・軽量な 145 kV 相分離形 GIS（形式： SDA

514 形）を開発した。今回の 300 kV 相分離形 GIS（形

式： SDA530 形）は従来の 300 kV GIS では不可能であっ

た「全装輸送」の実現をコンセプトとして開発したもので，

基本的構造は SDA514 形 GIS の構造を踏襲しているが，

構成機器に最新の技術を導入して小形・軽量化を実現した。

超高圧ガス絶縁開閉装置
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図１　300kV相分離形GISの外観
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なぜ絶縁寸法を縮小することなく小形化できるか？ 

図２　占積率の比較



超高圧ガス絶縁開閉装置

定格・仕様

開発した SDA530 形 GIS の主な定格・仕様は次のとお

りである。

定格電圧： 240 kV，300 kV

定格電流： 2,000/3,000/4,000A

定格短時間電流： 31.5/40/50 kA

雷インパルス耐電圧： 1,050 kV

定格ガス圧力： 0.6MPa

定格電圧は 240 kV と 300kV を共用する設計とした。ま

た定格電流と定格短時間電流は市場の定格の大半をカバー

できる 4,000A，50 kAに特化して開発し，小形化と経済

性の向上を図った。

特　長

小形・軽量

相分離構造・アルミニウムタンクの採用などにより，大

幅な小形・軽量化が達成された。図３は従来の三相一括形

GIS（当社概念設計品）と今回開発品の寸法を比較したも

のである。据付け面積で 58 ％，容積で 40 ％，質量で

50 ％に低減されている。

信頼性向上

相分離形ゆえ相間短絡が皆無である。単相同軸のシンプ

ルな構造のため心出し作業が不要で組立が容易である。ま

たトレーラによる全装輸送が可能なため，工場で組立・試

験した GIS をそのまま変電所に据付けできるので品質面

でも安定したものになる。

保守・点検作業性向上

操作器・計器類は前・背面に集合配置して，日常の点

検・操作は前・背面のみで可能とした。

現地施工が容易

小形・軽量のため基礎工事が簡素化できる。GIS 全体を

全装輸送できるので，現地での接続作業は母線とケーブル

接続のみとなり，現地据付け作業期間が半減できる。また

共通ベース上に制御盤を設置し一体輸送できるので，現地

での制御ケーブル接続作業が不要である。

事故対応が容易

相分離形のため事故箇所が限定される。また母線などの

構成部品が軽量のため大形重機を使用せずに部品交換が容

易にできる。
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当社概念設計比（単位：％） 

据付け面積 

相分離 三相一括 

容　積 

58 100

40 100

図３　寸法比較

™定格電圧　　：240/300kV
™定格電流　　：2,000/4,000A
™定格遮断電流：40/50kA
™定格ガス圧　：0.6MPa

定格事項

相分離・アルミニウムタンクの採用

避雷器

VT
™縮小形VT（φ650mm以下）

™高性能LAを採用
™素子の単柱配列による縮小化

共通ベース
™ベース長：6,000mm以下
™トレーラ輸送可能

遮断器
™50kA，2サイクル
™極間コンデンサレス

制御盤
™共通ベース上に設置
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回線幅：1980mm

図４　断面構造と主な適用技術
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構　造

５.１ 全体構成

代表的なユニットの断面構造と主な適用技術を図４に示

す。遮断器を底部に水平に配した合理的な構成により全体

の低層化を図り，制御盤も含めて全装輸送を可能としてい

る。タンクはすべてアルミニウム鋳物タンクを採用してい

る。アルミニウム鋳物タンクは軽量化に寄与するばかりで

なく，切削加工性が良く，溶接作業が不要になるため経済

性にも優れている。相間ピッチは 650 mm，回線幅は

1,980mm，質量は約 12 t である。以下に各構成機器につ

いて述べる。

５.２ 遮断器

電流遮断時のアークエネルギーを消弧圧力の向上に有効

に利用した，新形の消弧室を開発した。この結果，タンク

径は従来の 70 ％（当社比）に縮小され，GIS の小形化に

貢献した。操作器は小形・強力・高信頼性で実績のある油

圧操作器を採用した。

５.３ 断路器・接地開閉器

安定した開閉性能を得るため，遠方操作の断路器・接地

開閉器はすべて電動ばね操作とした。線路の誘導電流を開

閉する接地開閉器にはアークエネルギーを有効に利用する

熱パッファ形消弧方式を採用した。

５.４ 避雷器

避雷器は，富士電機独自の希土類系成分配合とした薄

形・高性能の酸化亜鉛形素子を適用することにより，超高

圧であるにもかかわらず単柱配置が可能となり，大幅に小

形化された。

５.５ 計器用変圧器（VT）

電界解析技術を駆使してタンク径が最小となる高圧シー

ルド形状とした。さらに，構造の簡素化などの工夫により，

相間ピッチ 650mmで一列配置可能なVTを開発した。

５.６ 変流器（CT）

CTは，相分離形の特長を生かしてタンクの外（気中）

に取り付ける構造とした。このため CTの一次試験は試験

用電流をタンクに通電することにより容易にできる。タン

クには通電用の端子を設けている。

主な解析技術

GIS の構成機器を小形化するために適用した主な解析技

術を紹介する。

６.１ 消弧圧力・動作解析

従来の遮断器は，大電流を容易に遮断するため極間に並

列コンデンサを設置し，過渡回復電圧の上昇率を緩和して

いた。今回，並列コンデンサなしで遮断可能とするため，

電流遮断時のアークエネルギーを消弧圧力の上昇に寄与さ

せ，さらに遮断可能な最適の動作位置で吹付けが開始され

る構造とした。図５に解析結果を示す。

６.２ 熱ガス流解析

大電流遮断時の高温ガスが一瞬の間に接地電位の金属タ

ンク内に排出されるため，絶縁性能が低下しないように，

絶縁ノズルや接触子の形状を変えて高温ガスの流出方向を

制御した。図６に密度分布の解析例を示す。
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図５　消弧ガス吹付けタイミングと圧力上昇特性

絶縁ノズル 

可動接触子 固定接触子 

圧縮ピストン 
パッファ室 

図６　遮断器の50kA遮断時のガス密度解析
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６.３ 電界解析

導体が曲折する部分や，背後導体を考慮した避雷器素子

の電圧分担など，複雑な部分の解析には，表面電荷法によ

る三次元電界解析を適用した。図７に主回路導体と遮断器

接続部の三次元電界解析例を示す。

実用性能試験

JEC 規格に規定されている形式試験はもとより，実用

性能を確認するため以下のような特殊試験を実施し，十分

な実用性能を有することを確認した。

７.１ 耐震試験

三軸加振機により，0.3 G 共振 3波振動試験を実施し，

安全率が 2倍以上あることを確認した。また，エルセント

ロ地震波，宮城沖地震における八戸地震波，および阪神・

淡路大震災における神戸地震波による振動試験を実施し，

いずれも十分な強度を有することを確認した。図８に耐震

試験状況を示す。

７.２ 輸送試験

GIS を低床トレーラに搭載して，悪路走行試験，急発

進・急停止試験，および角材乗り越え試験を実施して異常

のないことを確認した。図９に輸送試験状況を示す。

７.３ 高低温・氷結試験

全装備状態で－35 ℃から＋55 ℃までの温度試験，およ

び氷結試験を実施し，過酷な環境下でも各機器が正常に動
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図７　主回路導体と遮断器接続部の三次元電界解析例

図８　耐震試験の状況 図１１　長期課電試験の状況

図１０　氷結試験の状況

図９　輸送試験の状況
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作することを確認した。図 に氷結試験状況を示す。

７.４ 長期課電試験

GIS を屋外に据え付けて 8か月間，200 kV 4,000A の課

電・通電試験を実施した。この間，各機器を間欠的に動作

させて正常に動作すること，および試験期間中部分放電・

局部加熱などの異常がないことを確認した。図 に長期課

電試験状況を示す。

あとがき

300 kV 相分離形 GIS（SDA530 形）の概要を報告した。

富士電機は今後も GIS の一層の小形化，信頼性の向上お

よび経済性の向上に努める所存である。
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まえがき

ガス絶縁開閉装置（GIS）は，小形，高信頼性，保守点

検の省力化など数々の利点を有し，この十数年間で国内外

を問わず，めざましい発展を遂げている。

加えて，近年の社会情勢において，経費削減・人件費削

減の傾向は変電機器の分野でも例外ではなく，工期短縮や

輸送・据付け作業の容易性および据付け面積の一層の縮小

化などが強く求められている。

こうした強いニーズにこたえるため，縮小化・軽量化お

よび保守性の向上を目的とした GIS の開発が盛んに行わ

れている。特に，設備台数としては最も多い定格電圧72/

84 kV クラスの GIS の変遷がめまぐるしい。

本稿では，今回開発した富士電機の新縮小形 GIS の内

容について述べる。

この開発では，構成機器自体の縮小化に加えて，保守点

検性を考慮したデッドスペースの削減などを行うことで，

変電所全体の縮小化，経済性向上を狙っている。

新縮小形GISの定格・仕様

今回開発した新縮小形 GIS の定格事項および主な仕様

を表１に示す。

図１に新縮小形 GIS（送電線回線）の外観を，図２に内

部構造を示す。

新縮小形GISの特長

３.１ 開発コンセプト

開発にあたっては，多くの72/84 kV GIS の納入実績を

踏まえて，新技術の適用など新たな試みを実施した。その

コンセプトは以下のとおりである。

機器複合化の拡大

線路側構成機器［断路器（DS），接地開閉器（ES），避

雷器（LA），計器用変圧器（VT）ほか］の複合化により，

従来の 3タンクを 1タンクとする。

また，母線ユニット，遮断器（CB）ユニットは従来ど

おり機器の複合化構造としている。

母線タンクのアルミニウム鋳物採用（2）

（1）
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表１　新縮小形GISの定格・仕様 

形　式 SDH2

72kV 

140kV 

350kV

800，1,200，2,000，3,000（A） 
（3,000Aは主母線，母線連絡のみ） 

20，25，31.5（kA） 

0.5MPa

20，25，31.5（kA） 

3サイクル 

電動ばね 

定格電圧 

定格 
耐電圧 

短時間商用周波耐電圧 

雷インパルス耐電圧 

定格電圧 

定格遮断電流 

定格遮断時間 

操作方式 

定格電圧 

操作方式 

定格電圧 

操作方式 

方　式 

定格電圧 

公称放電電流 

開閉サージ動作責務 
静電容量 

定格電流 

定格短時間耐電流 

方　式 

定格一次電圧 

定格二次電圧 

定格三次電圧 

定格負担（二次/三次） 

確度階級（二次/三次） 

方　式 

定格電流 

定格負担 

確度階級 

定格ガス圧力（at 20℃） 

遮断器 

断路器 

接地 
開閉器 

避雷器 

計器用 
変圧器 

計器用 
変流器 

84kV 

160kV 

400kV 

 

72kV 84kV

電動，電動ばね 

72kV 84kV

電動ばね，手動 

ガス絶縁酸化亜鉛形 

ガス絶縁巻線形 

110V 

110/3（V） 

3×500/3×200（VA） 

1P/3G（級） 

ガス絶縁貫通形，ケーブル貫通形 

 

10，40（VA） 

1P級 

72kV 84kV

10kA

25  F

 

84kV 98kV

66kV 77kV

一次電流：仕様による 
 二次電流：1，5（A） 
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軽量化ならびに温度上昇値の抑制を図る。

前後面保守構造

操作器，監視装置など保守に必要なものを，GIS 前後面

配置として，回線間での保守・点検作業を不要とした。

ロープロフィール化

GIS の全高を低くして，点検足場などの省略を可能とし

た。また，複数回線の一括輸送を可能として，現地工期の

短縮を含めた現地施工性の向上を図った。

３.２ 新技術の適用

今回の GIS を開発するにあたって，適用した主な新技

術は以下のとおりである。

CBユニットへの機械・熱パッファ併用消弧室および

電動ばね操作器の適用
（1）（2）

本方式は，単体のタンク形ガス遮断器（GCB），キュー

ビクル形 GIS（C-GIS）にて多数実績があるものの，GIS

としては初めての適用となった。本消弧室は，電流遮断時

に生じるアーク自体の熱エネルギーによりガス吹付け圧力

を高める熱パッファ（自己消弧）方式と，小電流遮断用の

小さな機械パッファ方式を併せ持った構造となっている。

図３にこの消弧原理を示す。

これにより，従来の機械パッファ方式に比較して，操作

（1）

（4）

（3）
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図１　新縮小形GIS（送電線回線）の外観

AM184450

固定ピストン 

固定アークコンタクト 可動アークコンタクト 

（a）閉路状態 

（b）消弧中 

（c）開路状態 

熱パッファ室 機械パッファ室 ノズル 主接触子 

図３　消弧原理

DS CB CT DS ES

VT

LA

ES ES CH

簡易 
DSDS

母線 

母線 

図２　新縮小形GISの内部構造図

図５　三次元電界解析モデル（ケーブルヘッド，避雷器部）

図４　三次元加振モード図
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エネルギーを50％以下に低減できた。また，この操作エネ

ルギーの低減に呼応して，操作力の小さな電動ばね操作器

を標準構造として適用した。

高性能避雷器の適用
（3）

素子の厚さの低減と高耐圧化により，従来より小形軽量

化が図られた。さらに制限電圧は現行規格「酸化亜鉛形避

雷器」（JEC-217）に対して15％低減することができた。

これにより，線路側機器の一括収納（複合化）が可能と

なっただけでなく，絶縁協調の格段の向上および雷インパ

ルス耐電圧（LIWV）の低減に寄与できることになる。

また，すでにシリーズ化している有効接地系の「ガス絶

縁タンク形避雷器」（JEC-2372）用の素子と同一となり，

素子製造面からも信頼性の向上が図られる。

以上の新技術の適用を含めて新設計部分については，三

次元電界解析・応力解析などの評価を実施し，さらには，

実器検証試験にて，目標性能を満足することを確認してい

る。

解析事例の紹介として，図４に三次元加振モード図，図

５に三次元電界解析モデルを示す。

３.３ 従来形GISとの比較

以上のような諸施策により開発した新縮小形 GIS と従

来形 GIS との比較を表２，図６に示す。特に，回線間を

1,100mmまで縮小することにより，容積は従来比42％に

縮小化されている。

このことは，特に屋内変電所の場合，直接的に建屋寸法

の縮小，コスト低減に寄与することができる。他方，構成

機器の集積度が高まったこと，さらにはタンク容積の縮小

に伴い，温度上昇の規格値に対する裕度が少なく，過負荷

耐量も従来形に比較して少なくなっている。ただし，当然
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従来形（SDH108） 新縮小形（SDH208） 

図６　従来形GISと新縮小形GISとの外形比較

表２　従来形GISと新縮小形GISとの比較 

分　類 
項　目 

従来形 

高　　　さ（mm） 

奥　　　行（mm） 

回　線　幅（mm） 

質　　　量　（％） 

据付け面積　（％） 

容　　　積　（％） 

部 品 点 数　（％） 

3,100 

3,500 

1,500 

100 

100 

100 

100

新縮小形 

2,300 

2,700 

1,100 

68 

57 

42 

70

20.0

18.0

16.0

14.0

12.0

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0

（定格2,000A） 

140 150130
過負荷率（％） 

120

過
負
荷
時
間
（
h
）
 

新縮小形 

従来形 

事前負荷率 
 80％ 
 100％ 
 80％ 
 100％ 

図７　過負荷耐量比較

6500 2820

3
2
0
0

5800

図８　輸送形態



新縮小形ガス絶縁開閉装置

のことであるが規格「ガス絶縁開閉装置」（JEC-2350）や

電気協同研究「ガス絶縁開閉装置仕様・保守基準」（第52

巻，第 1号）の仕様の合理化指針は満足している。定格電

流 2,000A の場合の過負荷耐量を図７に示す。

さらに，輸送形態としては，従来は低床トレーラによる

１回線輸送であったが，新縮小形 GIS は，10 t トラックに

よる 2回線輸送や低床トレーラによる 5回線一体輸送（図

８）も可能となっている。GIS 全体の工期短縮が期待され

る。

なお，信頼性確保の観点から，次の項目については，従

来形GIS の構造を踏襲している。

ガス変流器（CT）

スペーサ導体の一列配置構造

DS/ES コンタクトの直線動作構造

電流開閉仕様DS/ES への電動ばね操作器の適用

あとがき

以上，今回開発した新縮小形 GIS の概要について述べ

た。すでに JEC-2350 および構成機器関連規格に基づく形

式試験および参考試験項目を実施し，良好な結果を得てお

り，性能および機能が十分であることを確認している。

今後は，メンテナンスフリー化やトラブル時の対応性な

どの課題を整理するとともに，信頼性の向上に不断の前進

を続けたいと考える。使用者各位のご指導・ご鞭撻（べん

たつ）をお願いする次第である。
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まえがき

変電設備において，特に電力系統の効率・安定運用のか

なめとなる変圧器には，価格を抑えながら，信頼性を向上

させることが第一に求められる。さらに，各種の立地条件，

すなわち狭隘（きょうあい）な国土と高度に機能が集中し

た都市部でも，輸送，設置および運転時に，周囲環境への

調和を図ること，そのライフサイクルにおいて地球環境を

保つために貢献することも求められている。

近年関心を集めている課題としては，UHVレベルの機

器技術の展開および阪神・淡路大震災を契機とする機器の

防災・安全性の再検討に対する対応がある。

このように多様な要請にこたえるべく，富士電機は常に

新しい技術を開発し，適用している。本稿では，最近の変

圧器技術の一端について紹介する。

大容量油入変圧器

２.１ 中身構成技術

鉄心と巻線は，常に維持向上をめざすべき変圧器の基本

性能と信頼性を決める重要な構成要素である。一方，エネ

ルギー環境対策上問題となる無負荷損や負荷損の発生源で

もあり，省資源の視点からも，これらの部材の縮小化・軽

量化を追求しなければならない。これらはコスト的にも大

きな割合を占めるので，日本の人件費が国際的にもきわめ

て高くなった現在，簡単に早く作れる構造とする必要があ

る。これらの互いに矛盾した命題を克服して，調和のとれ

た製品とするよう，総合的に判断しながら，技術開発を進

めている。

２.１.１ 鉄　心

鉄心材料には，高配向性ケイ素鋼板を適用し，低損失や

低騒音条件に応じて，薄板，皮膜処理板，磁束密度（B8）

の高い材料などを使い分けている。

部材の種類を減らし，鉄心の組立工数と工期の低減を

図っている。すなわち，自動プレスラインと自社開発の自

動積み装置を連係させて，ケイ素鋼板の切断加工および下

部ヨークと脚部の積層作業を，一連の作業として自動化し

ている。積層は起こし装置上で行われ，その後鉄心として

直立させる。これにより品質の安定化を実現している。

三相変圧器には，通常ガラスバンドを巻いた三脚鉄心を

適用し，輸送上の制約などにより高さ方向に制限がある場

合や，600MVA以上の大容量器で上ヨークの質量を軽減

する場合には，五脚鉄心を採用している。

２.１.２ 巻　線

巻線に転位導体を使用すると，連続巻き作業が比較的容

易で，工数・工期を短縮でき，巻線内の渦電流損の低減に

も有利となるので，その適用を積極的に拡大してきた。

転位導体編巻円板巻線

従来は，高電圧の巻線は平角状の電線または共通絶縁電

線を使用し，2本から十数本の平角導体を電気的に並列に

して編巻円板巻線を構成していた。この場合，半径方向に

重ねて巻いた導体の間で，高直列容量化している。転位導

体編巻円板巻線は，転位導体を主導体として 1本または２

本で構成し，コイル内で 1個の主導体と次のコイルを渡っ

てきた主導体とを，軸方向に並べて接するように巻くこと

によって，直列キャパシタンスを増加させている。図１に
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（a）従来の編巻円板巻線 （b）転位導体編巻円板巻線 

転位導体 

U

図１　編巻円板巻線のコイル構成
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コイル構成の比較を示す。

在来の単純な連続巻円板巻線は超高圧級まで適用してい

るが，さらに加えて，この編巻円板巻線は，巻線製作の合

理化を図りながら，良好な耐雷特性を示し，巻線内渦電流

損の低減，機器の小形化を実現する。図２に示す実規模巻

線モデルによって，巻線作業と絶縁特性の検証を行った。

自己融着転位導体

変圧器外部短絡時に巻線には短絡電流が流れ，巻線内に

電磁機械力が発生する。大容量化とともにこの機械力は大

きくなり，これに耐えるために導体強度を高める必要があ

る。このため，半硬銅などの硬い材料を使用しているが，

巻型への巻付け作業などに時間を要する。

自己融着転位導体は，熱硬化性の樹脂を塗布した素線か

らなり，巻線として形成した後で，乾燥処理時に硬化させ

るものである。素線が一体化されて，導体強度が向上する。

富士電機では，直流を通電して導体を加熱し，確実に硬

化・一体化させている。

２.２ 絶縁技術

２.２.１ 絶縁構造の見直し

油入変圧器の絶縁は基本的には油浸紙と絶縁油の複合絶

縁構造で，導体の形状と被覆，成形バリヤによる油の多層

分割などからなる。

絶縁部位に応じて，有限要素法（プログラム名： FEM

T），有限差分法（プログラム名： FDMT）や表面電荷法

などの解析技術を適用して，絶縁の信頼性を保ちながら，

その構成の簡素化・合理化に取り組んでいる。

表面電荷法による三次元解析の適用例を図３に示す。こ

れは，巻線上部からの高圧リード引出し部周辺の電界分布

の解析例である。リードに曲がり部分があり，周辺アース

電極の形状も電界に影響を与えるため，従来の二次元電界

解析では計算精度に限界があった。しかし，このような三

次元解析によって電界分布が詳細に把握でき，合理的な絶

縁構成が可能となっている。

また，部分放電開始の機構の細部に着目した高耐圧化構

造，低誘電率絶縁材料，接地側シールドの適用など，信頼

性向上対策をきめ細かく行っている。

２.２.２ ZnOアブソーバ

超高圧変圧器では，巻線端に雷インパルスが進入した際，

巻線内やタップに電位振動が発生する。巻線配置，結線，

タップ位置によってはこの電位振動が問題となり，このた

め，絶縁距離を大きくしたり，絶縁構造を強化したりする

場合がある。これを避けて，電圧非線形素子を当該部に接

続し，電位振動を抑制するものとして，ZnOアブソーバ

を採用している。これを変圧器タンク内に設置して，絶縁

構造を簡素化し，機器全体を小形化している。適用例を図

４に示す。油中で長期課電試験を実施し，劣化がないこと

などの信頼性を確認している。
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図２　転位導体編巻円板巻線の実規模モデル 図３　リード口出部の三次元電界解析
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最近の変圧器技術

２.３ 渦電流損・漂遊損低減技術

変圧器の負荷損のうち，巻線の抵抗損と渦電流損は正確

に計算できるが，測定負荷損とこれらの差として一括把握

される漂遊損は，文字どおり発生源が不明確である。富士

電機では，特に漂遊損に着目して，きめ細かい検討を行い，

その低減に努めている。

２.３.１ 三次元磁界解析

変圧器の大容量化とともに巻線から発生する漏れ磁束，

あるいは大電流リード周辺に発生する漏れ磁界が増大する

ので，近接構造物の渦電流損・漂遊損および局部過熱対策

が不可欠となる。

富士電機では，三次元磁界解析を適用し，各部の磁界分

布の計算に基づいて，構造物内の電流分布，渦電流分布お

よび温度分布を計算している。そして，その構造や材質な

どについて合理的な設計を行っている。

図５に発電所の一次側相分離母線への変圧器側接続箱に

流れる電流の解析例を示す。この例は，従来各相ごとに独

立していた接続箱を三相一体構造とすることもできること

を示すものである。箱の各面に流れる電流は線束として表

示されているが，異常な電流集中は見られず，局部過熱も

生じることはないことが分かる。

２.３.２ 巻線内渦電流損・漂遊損対策

大電流巻線では多数の導体を並列に接続して使用するた

め，各導体の漏れ磁束との鎖交数の微妙な差異により，並

列導体間で電流の不平衡を生じ，そのため損失が増加し，

漂遊損の一因となる。これは，電流が平衡しているとして

計算される，通常の渦電流損に加わるものである。この電

流の不平衡は各導体の転位を工夫することによって減らす

ことができる。

富士電機では，この不平衡電流のシミュレーションプロ

グラムを開発し，最適な転位方法を選ぶために適用してい

る。図６にヘリカルコイルの導体の電流不平衡率の計算・

測定例を示す。

２.４ 冷却技術

２.４.１ 巻線内外流速分布

巻線内外の冷却構造を最適化するためには，油流分布を

詳細に把握する必要がある。

三次元超音波ドップラー流速計を用いると，油中を流動

するトレーサ粒子から反射された超音波パルスのエコーを

検出し，瞬時的に三次元流速を計測することができる。ト

レーサ粒子としては，油中気泡を用いる。一方，汎用熱流

体解析プログラム（有限体積法）を適用して流速を求める。

支配方程式は質量および運動量保存式であり，乱流モデル

を用いる定常解析となる。

実規模モデルについて，このような油の流速分布の実測

と解析を行った例を図７に示す。結果は比較的よく一致し

ている。

この手法は，流速分布が設計どおりであるかを確認でき

るので，データとして蓄積して活用できる。

２.４.２ ジグザグフロー

導油式変圧器では，従来のダクトフロー方式に代えてジ

グザグフロー方式を多用している。ジグザグフロー方式で

は，巻線からの熱放散が向上するので，巻線温度分布が均

一化されて最高点温度が下がり，冷却装置が小形化し，信

頼性が向上する。この方式も実規模モデルによる解析と測

定を行って，温度分布を再検証し，最適な流路構造（折流

板の配置方法など）を選んでいる。

２.５ 低騒音化技術

変圧器の騒音は，都市部の生活環境と住宅地区の居住環

境に密着した規制上の問題となっており，国内では低騒音

仕様が普遍化している。

変圧器の低騒音化を図るには，低磁歪（じわい）ケイ素

鋼板の適用，鉄心の接合方式の改良，防音装置（冷却器を
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図５　接続箱の三次元電流分布解析
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図６　ヘリカルコイルの導体間不平衡電流解析・測定
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含む）の最適化などがある。騒音仕様，輸送形態などを勘

案して，最適な騒音対策を適用しているが，現地工事を極

力簡素化することも志向している。

一方，変圧器の振動と騒音の関係をより明確にするため

に，基礎的な数値解析を進めている。

２.５.１ ステップラップ接合方式

鉄心の接合方式を従来のバットラップからステップラッ

プに変えることにより，4～ 6 dB（A）程度の騒音低減効

果が得られる（励磁電流，無負荷損の低減の効果もあり）。

富士電機では，低騒音仕様の場合には，標準的にステップ

ラップ接合を適用している。

２.５.２ 制振鋼板

制振鋼板は 2枚の薄い鉄板の間に樹脂を挟み込んだもの

で，樹脂部のずり変形による振動減衰効果により，空気振

動を抑制するものである。富士電機では，1970年代から適

用を開始し，最近では，三相 450MVAで 60 dB（A）を実

現している。図８に変圧器への適用例を示す。

２.５.３ 放射音解析

変圧器表面の振動分布を与えて，周辺の面上の騒音分布

を求める放射音解析に，境界要素法の適用を試みている。

機器表面を音波が伝搬する空間の境界面として，この面上

で成立する波動方程式を境界積分式の形で解くものである。

レーザ光を使って三相モデル鉄心の表面の振動を計測し，

30 cm離れた面上の騒音分布［dB（A）］を計算し，実測と

比較した例を図９に示す（代表的な調波成分のみを図示す

る）。

SF6 ガス入変圧器

電気設備の防災・安全性，環境調和性をより高めるため

に，機器の不燃性に関しては，PCB（ポリ塩化ビフェニー

ル）合成絶縁油が環境汚染問題から製造禁止になって以来，

六フッ化硫黄ガス（SF6）入変圧器が注目を集め，1980年

代後半から急速に普及してきた。配電用 6kV級小容量か

ら，超高圧・大容量の変圧器まで，導入が加速されている。

SF6 ガス入変圧器は，都市変電所で要求される諸性能か

ら見て最適である。コンサベータが不要となるので，特に

ビル内変電所では変圧器室階高を縮小できて，建屋建設費

の削減に貢献できる。

３.１ 開発の経緯

富士電機では，SF6 ガス入変圧器の製品系列を次のよう

に拡大してきた。

6kV級では，50kVAから 2,000 kVAまで系列化した。

最も需要の多い22～77 kV 級，3,000 ～ 15,000 kVAで

は，モデルチェンジを図り，アルミニウムはくシート巻

線を採用したALFOS Σシリーズを開発系列化した。

高電圧大容量化の分野では，三相 154 kV/25MVAお

よび三相 110 kV/40MVAの実績を有している。

３.２ 66 kV/60 MVA対象試作変圧器

今回，さらに SF6 ガス入変圧器の大容量化に取り組み，

導ガス水冷式の三相66 kV/60MVAの 1相分の実器を試作

し検証した。

図 に検証試験中の写真を，表１に試作変圧器の仕様を

示す。

この試作器の開発に先立って要素技術に着目し，それぞ

れ三次元電界解析，ガス流解析，モデル実験などで確認し

１０

（3）

（2）

（1）
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図８　制振鋼板取付変圧器
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図７　巻線内外の油流速分布
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て，絶縁および冷却設計技術，短絡時機械力対策技術を確

立したうえで実器の設計を行った。

耐熱クラスは Eとし，一次巻線には，ノーメックス絶

縁電線（耐熱クラスH）を使用し，短時間過負荷容量に余

裕を設けた。耐雷性の良い混合編巻円板巻線を採用して，

絶縁信頼性を高めた。二次巻線には，耐熱性の自己融着転

位導体を使用して，機械的強度を高めた。この結果，従来

より小形・軽量にまとめることができた。

この試作器は JEC に定められたすべての試験項目に合

格し，製品化への品質検証を終了した。要素技術と試作実

器の性能の整合性についても，詳しく照合して確認してお

り，さらなる大容量器も問題なく製作できる確証を得た。

３.３ 真空バルブ式負荷時タップ切換装置

前述のガス入変圧器は，負荷時タップ切換装置として，

従来の 400A用に加えて 600A用をシリーズに加え，図

に示す 2抵抗 4真空バルブ方式のタップ切換器を，電子制

御式の電動操作機とともに搭載している。

このタップ切換装置の特長は次のとおりである。

電流開閉は真空バルブで行い，変圧器と同じくガス絶

縁のオイルレス構成である。

2抵抗 4真空バルブ方式として，切換の高信頼度化を

図り，バルブ部をカセット構造として点検作業を容易に

した。

変圧器タンク内で巻線タップに接続されるタップ選択

器には，ローラコンタクトを採用し，有害な金属摩耗粉

の発生を防いだ。

電動操作機構は電子式ディジタル制御による高機能化

を図り，無接点方式となり，信頼性・保守性が向上した。

（4）

（3）

（2）

（1）

１１
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（a）振動最大値分布（　m） （b）騒音分布の計算値［dB（A）］ （c）騒音分布の測定値［dB（A）］ 
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図９　三相モデル鉄心による放射音解析

図１０　検証試験中の60MVA SF6 ガス入変圧器1相分試作器

AM183483

表１　66kV 60MVA SF6ガス入変圧器の試作器仕様 

準拠規格 

冷却方式 

耐熱クラス 

巻線温度上昇限度 

相　数 

周波数 

容　量 

電　圧 

定　格 

短絡インピーダンス 

試験電圧値 

SF6ガス圧力 

3J-1，JEC-2200-1995 

導ガス水冷式（GDWF） 

E 

49K 

1 

50Hz 

60/3MVA

一次 66/　3±6/　3 kV（17タップ） 

連　続 

16％ 

一次 LI 350kV　AC 140kV 
二次 LI 150kV　AC   50kV

ゲージ圧 0.13MPa（at 20℃） 

二次 22/　3 kV
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あとがき

富士電機は，今後とも新規材料を積極的に導入するとと

もに，省資源・リサイクルの観点からも資材・処理法を工

夫して，技術の開発に努め，高度な市場の要求に，より先

進的な技術でこたえ，機器のコストダウンはもとより，顧

客の設備投資のトータルコストダウンに役立つ提案をして

いきたい。また，アクティブ騒音抑制など変圧器周辺技術

の開発についても幅広く進めていきたい。
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図１１　真空バルブ式負荷時タップ切換装置
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（a）タップ切換器 （b）電動操作機
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まえがき

近年，電力需要の増大に伴い，変圧器の高電圧化・大容

量化が進み，輸送寸法・質量は増大している。一方，輸送

制限・輸送環境は年々厳しくなっている。特に，山間部の

変電所，水力発電所，都市近郊部の変電所に変圧器を設置

する場合，道路拡張・橋梁（きょうりょう）補強などの輸

送対策を行うため，輸送費の比率が高くなっている。変圧

器本体，輸送費，現地工事費を含めたトータルコスト低減

のために，一般低床トレーラで輸送，現地で再組立する分

解輸送形変圧器（FATRAS ： Fuji Advanced Transfor-

mer Reassembled At Site）を開発・実用化した
（1）

。

FATRASの特徴

変圧器は工場において，完成状態での試験実施後，外装

部品を輸送できる範囲まで取り外し，輸送されるのが一般

的である。一方，山間部などの輸送制限が厳しい場合，特

別三相形もしくは 3×単相器形の分割構造で対応し，シュ

ナーベル式またはガーダー式の特殊トレーラを使用して輸

送される。

FATRAS は輸送制限・環境が厳しい場所においても特

別な輸送対策を行う必要がなく，一般低床トレーラでの輸

送を可能にするものである。

FATRAS の概要を図１に示す。工場で普通三相変圧器

として組立を完了させた後，検査・試験により品質を確認

する。次に，変圧器中身の最重量物である鉄心・巻線・タ

ンクを一般低床トレーラで輸送できる単位に分解する。分

解，現地での組立を簡便にするため，分解単位は極力少な

くした。現地では防じん空気調節（空調）室において，鉄

心・巻線の再組立を行い，タンクを取り付ける。タンクを

取り付けた後は，通常の変圧器の外装部品組立と同様に，

ブッシング，冷却器などを組み立てる。その後，巻線絶縁

物の乾燥処理を行った後に，完成試験を実施し，工場と同

一の品質であることを確認する。

表１に，FATRAS と従来方式の 3×単相器形変圧器と

の 500 kV 1,000MVA器の比較例を示す。

FATRASの構造

３.１ 鉄　心

鉄心は図２に示す三相五脚鉄心を採用した。鉄心は上ヨー

クを分解し，巻線を抜いた後，主脚中央部から分割できる

構造にしている。輸送時の鉄心の変形・ずれ防止のために

起立状態で輸送治具を取り付けて，輸送タンクに収めるよ

うにした。また，現地における組立は鉄心起こしを不要と

し，鉄心主脚の組合せと上ヨーク積み作業のみとした。

３.２ 巻　線

巻線は分解・再組立を簡便にするため高圧・低圧・タッ

プ巻線を一相一体構造化した。巻線には工場での分解後の

輸送および現地組立時の防湿・防じん対策のために高分子

フィルムによりパックする。パック接合部は気密性と作業

効率の向上のためにテープ接着とした。

図３にパックフィルムを装着した巻線を示す。

３.３ タンク

タンクは輸送制限を考慮して三分割（上・中・下）構造

を採用した。下タンクは分割された鉄心の組立台として使

用した。また，中タンクは上フレーム，タップリードの輸

送タンクとして活用する構造としている。図４にタンクの

概略図を示す。

信頼性検証実験

FATRAS は工場完成試験後に鉄心・巻線を分解して輸

送し，現地で再組立をする。これは通常の変圧器と異なる

工程となる。開発，実用化にあたり，次の信頼性検証実験

を実施し実用性能上問題のないことを確認した。

４.１ 鉄心特性実験

250MVA変圧器の 1/5 モデルの主脚分割形と従来形の

分解輸送形変圧器（FATRAS）
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分解輸送形変圧器（FATRAS）

三相五脚鉄心を製作し，鉄心特性の比較検証を実施した。

無負荷損，励磁電流などの鉄心特性において分割形と従来

形の三相五脚鉄心で同等の特性が得られることを確認した。

図５に分割形三相五脚鉄心の実験状況を示す。

４.２ 鉄心輸送実験

鉄心は上ヨークを分解後，U字形の鉄心に輸送治具を取

り付けて固定し，輸送タンクに収納した。250MVA実規

模鉄心を用いて一般道を約 400 km走行後，再組立を行い

輸送前後の鉄心特性の比較を実施した。鉄心各部の寸法の

ずれ，損傷がないことを確認した。また，電気特性におい

ても良好な結果が得られた。図６に鉄心輸送実験の状況を

示す。

４.３ 巻線フィルムパック実験

変圧器の絶縁性能にとって巻線の絶縁物表面水分量は最

も重要な要因の一つである
（2）

。FATRAS は，中身の分解か

ら，輸送および現地における再組立までの吸湿防止対策に

重点を置いて取り組んでいる。巻線フィルムパックの吸湿

防止効果を確認するために，実規模巻線モデルにパックフィ

ルムを装着した。巻線パックフィルムを装着後，大気中に

60日間放置し絶縁物の吸湿水分の増加がほとんどないこと

を確認した。

４.４ 実規模モデル組立実験

実規模モデルで，工場にて現地を模擬しレッカクレーン

を使って，鉄心・巻線の組立を行い，再組立による作業性，

寸法管理などの品質に問題ないことを確認した。また，再

組立後の無負荷損，インピーダンス電圧試験すべてに良好

な結果が得られた。分解・再組立作業の面においても鉄

心・巻線の構造に問題のないことが分かった。

品質管理

５.１ 輸　送

鉄心・巻線はともに専用の輸送タンクに入れ，絶縁物の

吸湿防止のためにドライエアを封入する。鉄心・巻線の輸

送時は，衝撃加速度，走行速度を連続記録する輸送管理を

実施した。現地搬入後，鉄心の変形・発せい，巻線のず

れ・変形など問題のないことを確認した。
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完成試験 

現地再組立 
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図１　FATRASの概要



分解輸送形変圧器（FATRAS）

輸送管理値は次のとおりである。

衝撃加速度： 3G以下（前後・左右・上下）

走行速度： 40 km/h 以下

５.２ 巻線絶縁物吸湿防止対策

工場分解から中身組立終了まで巻線は絶縁物吸湿防止の

ためにパックフィルムを装着した。各組立工程において絶

縁物モニタによる吸湿水分のチェックを実施した。すべて

の組立完成後，高真空乾燥法（冷凍トラップ）を用いて油

処理を実施した。高真空乾燥法は加熱系統を不要にでき，

熱油循環加熱法に比べ，現地での省エネルギー，工事スペー

ス減少が実現できた。図７に高真空乾燥法と従来の熱油循

環加熱法の系統図を示す。

５.３ 防じん空調室

現地での鉄心・巻線組立は品質確保のために，図８に示

す工場と同一レベルの環境を保持する防じん空調室内で行っ

た。その仕様は次のとおりである。

相対湿度： 50 ％以下

温度：（23＋7）～（23－9）℃

じんあい量： 20CPM（カウント/分）以下

防じん空調室の天井部は開閉できる構造となっており，

レッカクレーンを用いて重量物である鉄心・巻線のつり込

みを行った。内部には上ヨーク，機材などの移動用にホイ

（3）

（2）

（1）

（2）

（1）
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平面図 

14m

最大輸送質量 〈鉄心〉38t（26％） 146t（100％） 

据付け面積 112m2（48％） 234m2（100％） 

輸送方法 大型低床トレーラ 貨車＋特殊トレーラ 

3×単相器形変圧器 FATRAS

8
m

18m

1
3
m

表１　FATRASと3×単相器形変圧器との比較例（500 kV 1,000 MVA） 

主脚 上ヨーク 

巻線 

図２　分割形三相五脚鉄心概略図

上タンク 

中タンク 

上フレーム 

鉄心 

巻線 

下タンク 

図４　タンク概略図

図３　パックフィルムを装着した巻線

AM182993



分解輸送形変圧器（FATRAS）

ストクレーンを設置した。

５.４ FATRAS特有の試験

分解輸送形変圧器で最大の課題は鉄心・巻線の組立の健

全性の確認であり，通常の試験に表２に示す試験を追加実

施した。低電圧励磁試験，低電圧インピーダンス試験では

工場のデータと比較することにより鉄心・巻線の現地組立

の問題の有無を確認した。さらに長時間交流耐電圧試験を

実施し，工場組立時と同一の品質であることを確認した。

実器への適用

FATRAS を実器に適用し，東北電力（株）羽後変電所向

けに 275 kV 100MVA器を 1台納入した。また，中部電力

（株）新北信変電所向けに 275 kV 250MVA器を 1台納入し

た。250MVA器の仕様は次のとおりである。

形式：三相 60Hz 負荷時タップ切換変圧器

冷却方式：導油風冷式（2）

（1）
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図５　分割形三相五脚鉄心実験状況

AM179634

図８　防じん空調室

図６　鉄心輸送実験状況

AF892825

真空排気装置 
変圧器 

冷凍トラップ 

（a）高真空乾燥法（冷凍トラップ） 

真空排気装置 
循環ポンプ 脱気槽 

熱交換器 

変圧器 

（b）熱油循環加熱法（従来） 

過器 

図７　高真空乾燥法と熱油循環加熱法の系統図

AF906212

図９　FATRASの現地据付け状況（275 kV 250 MVA）

表２　FATRAS特有の試験 

試験項目 

低電圧励磁試験 

低電圧インピー 
　　ダンス試験 

長時間交流 
　　耐電圧試験 

低電圧を印加して励磁電流 
を測定 

低電圧を印加してインピー 
ダンス電圧を測定 

ERA法により内部部分放 
電電荷量を測定 

試験方法 

工場データの＋30％以内 
であること 

工場データの±3％以内で 
あること 

外部ノイズ（100pC） 
以下であること 

管理値 



分解輸送形変圧器（FATRAS）

定格容量： 250/250MVA

定格電圧： 275/77 kV

騒音保証値： 60 dB

図９に現地での完成状態を示す。

FATRASの実器適用による効果は次のとおりである。

低床トレーラで輸送することにより道路拡張，橋梁補

強などの輸送対策が不要となり，輸送費が大幅に軽減で

きた。

従来の特別三相変圧器に比べ，据付け面積の縮小化が

図られた。

表３にFATRASと特別三相変圧器との比較を示す。

あとがき

FATRAS の実用化技術について紹介した。FATRAS

は工場で組み立てられた変圧器と同等の品質であることが

実証された。今後，山間部の発変電所や都市近郊部の変電

所の輸送制限・環境はますます厳しくなると考えられる。

特に，新設の山間部の超高圧以上の変電所においては，分

解輸送形変圧器の需要が大きくなると予想される。

今後ともさらなる高信頼度化に向けて検討を進めていく

所存である。

参考文献

貞川郁夫ほか：変圧器への新技術の適用，富士時報，Vol.65，

No.2，p.108-114（1992）

電気協同研究会：大容量変圧器現地作業基準，電気協同研

究，Vol.31，No.3（1975）
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表３　FATRASと特別三相変圧器との比較例（275 kV 250 MVA） 

平面図 

輸送方法 一般低床トレーラ 

最大輸送質量 20t（29％）〈鉄心〉 70t（100％） 

据付け面積 84m2（76％） 110m2（100％） 

貨車＋大型低床トレーラ 

特別三相変圧器 FATRAS

7m
8.5m

1
2
m

1
3
m

総質量 235t（73％） 320t（100％） 
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まえがき

第二世代ディジタルリレーの特徴である，演算部の高性

能化，アナログ入力部の高精度化などを生かし，高信頼度

化とシステム簡素化を図った変圧器保護継電装置を開発し

た。

また，可搬形ヒューマンインタフェース（HI）の採用

により保守・操作性の大幅な改善を図ることができた。

第二世代ディジタルリレーの特徴

演算処理能力の向上

最新32 ビット MPUの適用により，従来比約 3倍の処

理能力を実現した。

アナログ入力回路の高精度化

16 ビットA-D変換器，4,800Hz 高速サンプリングで，

アナログ入力回路の精度を大幅に向上させダイナミックレ

ンジの拡大が可能となった。

HI の向上

可搬形 HI（パーソナルコンピュータ：パソコン）の適

用により，保守・運用性を向上させるとともに，システム

の簡素化を図った。

自動監視機能の向上

リレーの不良部位特定化機能の付加により，不具合時の

対応が容易になった。また，リトライ点検，リスタート処

理による一過性不良の過剰検出防止と，頻度監視による間

欠故障の確実な検出が可能となった。

ソフトウェア製作環境の改善

開発言語を高級言語の C言語に統一し，ソフトウェア

製作の信頼性向上，生産性向上を図った。

変圧器保護継電装置のシステム構成と装置仕様

３.１ 全体構成

154 kV 変圧器保護継電装置の主な仕様および従来仕様

との相違点を表１にまとめた。配電盤サイズ・面数は従来

仕様と同じだが，内部の構成で共用化・簡素化を進めてい

る。開発した変圧器保護継電装置の外観を図１に示す。

演算ユニットは，従来の主保護主検出，後備保護主検出，

事故検出の 3ユニット構成から，主検出（主保護・後備保

護機能一体），事故検出の 2ユニット構成となっている。

HI 部は，OADG（Personal Computer Open Architec-

ture Developers’Group 仕様）準拠のパソコンを用いた可

搬形ツールとなっている。

３.２ アナログ入力部

３.２.１ アナログ入力部の共用化

変圧器保護継電装置は，主保護リレー，一次後備保護リ

レー，二次後備保護リレー，過負荷保護リレーから構成さ

（5）

（4）

（3）

（2）

（1）
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山川　　寛（やまかわ　ひろし） 佐藤　弘俊（さとう　ひろとし） 千原　　勲（ちはら　いさお）

表１　変圧器保護継電装置の仕様一覧

項　目

盤　数

演算ユニット
構成

700mm幅1面

主検出部：29点
事故検出部：27点

主検出部：23点
事故検出部：21点

同じ入力でも使用リレーに
よりフルスケールを変更

各リレーで共用

™主保護主検出部
™後備保護主検出部
™事故検出部

™主検出部
　（主保護，後備保護一体）
™事故検出部

主検出部
™比率差動リレー
　（2f抑制付き）
™高整定過電流リレー
™地絡方向リレー
™短絡距離リレー
　（低次高調波対策なし）
事故検出部
™比率差動リレー
　（2f抑制付き）
™高整定過電流リレー
™地絡過電圧リレー
™変化幅過電流リレー
™過電流リレー
その他
™過負荷保護リレー

主検出部
™比率差動リレー
　（2f抑制付き）
™高整定過電流リレー
™地絡方向リレー
™短絡距離リレー
　（低次高調波対策付き）
事故検出部
™比率差動リレー
　（2f抑制なし）
™地絡過電圧リレー
™変化幅過電流リレー
その他
™過負荷保護リレー

アナログ入力
点数

アナログ入力
フルスケール

リレー要素

盤固定の操作表示部または
表示専用ツールによるセグ
メント・LED表示，テンキ
ー（押しボタン）入力など

OADG準拠パソコンを使用
した可搬形ツールを使用

ヒューマン
インタ
フェース
（HI）

従来仕様

700mm幅1面

新仕様
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れる。従来は，ダイナミックレンジからの制約で，リレー

要素ごとにアナログ入力回路を設けていた。16 ビット

A-D変換器，4,800 Hz 高速サンプリングの適用により，

アナログ入力回路は14 ビット分解能（従来比 4倍）以上

の精度が確保でき，主保護，後備保護，過負荷保護リレー

の入力回路の共用化が可能となった。変圧器保護継電装置

のアナログ入力部の仕様を表２に，アナログ入力回路（CT

回路）の構成を図２，構成比較を表３に示す。

３.２.２ アナログ入力部のディジタル演算による自動補正

16 ビットに高精度化されたアナログ入力部の高精度調

整を人の手で行うことは困難であり，またサンプルホール

ド回路を削除したので，チャネル間のサンプリングタイミ

ングの補正が必要である。ディジタル演算による自動補正

演算を実施し，アナログ入力回路の誤差補正，等価同時サ

ンプリングを実現している。

３.３ 保護リレーの特性見直し

３.３.１ 比率差動リレー

従来，事故検出側（フェイルセイフ）の87F リレーは，

主検出側（メイン）の87リレーと同様，比率差動要素，高

整定過電流要素と，変圧器励磁突入電流対策用の高調波抑

制要素とで構成されていた。自動監視方式の見直しにより，

自動点検中も主検出と事故検出のANDトリップが可能と

なったため，フェイルセイフ87F の特性の簡素化を図った。

比率差動リレー87によるトリップシーケンスを図３に示す。

高調波抑制要素を削除したことにより，比率差動要素

の動作時間の高速化を図ることができた。

比率差動要素の高速化により，高整定過電流要素は，

特性上前者に包含することが可能となり削除した。

３.３.２ 距離リレー

低次高調波含有時の測距性能向上，およびソフトウェア

を超高圧変圧器保護継電装置と共通化を図ることを考慮し

て，低次高調波対策付きの微分法原理による距離リレーと

（2）

（1）
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表２　アナログ入力部の仕様 

32ビット浮動小数点DSP 

16ビットサンプリングADC 

4,800Hzまたは5,760Hz 

三次LPF 

16チャネル 

省略 

5V/±15V搭載 

テンポラリとしてセーブ 

プ ロ セ ッ サ  

A - D 変 換 器  

サンプリング周波数

アナログフィルタ 

入 力 チ ャ ネ ル 数  

サンプルホルダ素子 

DC-DCコンバータ 

データセーブ機能 

表３　アナログ入力回路（CT回路）の構成比較 

保護リレー 
要素 

主保護：87

主保護： 
67G

後備保護： 
44S

過負荷保護： 
57

従来仕様 新仕様 

CT二次回路において，　結 
線を構成し，専用補助CTか 
ら電流を入力 

3巻線の専用補助CTで，零 
相電流を合成 

専用補助CTから相電流入力 
で取込み 

リレー精度確保のため，専 
用補助CTから入力 

主保護，後備保護リレー共 
用の補助CTから，相電流を 
入力，87用の　電流はソフ 
ト合成 

CT二次回路に残留回路を設 
け，零相電流を入力 

主保護・後備保護リレー共 
用の補助CTから，相電流入 
力で取込み 

主保護・後備保護リレーと 
共用化 

図１　変圧器保護継電装置の外観

N99-2417-4

主検出ユニット 零相 

I O I R I S I T I RΔ I SΔ I TΔ 

各相 デルタ電流 

図２　アナログ入力回路（CT回路）の構成

87（メイン） 

比率差動要素 

　高調波抑制要素 
（励磁突入電流 
対策）　　 

高整定過電流 
リレー 

87F（フェイルセイフ） 

比率差動要素 

トリップ 
コイルへ （a）従来仕様 （b）新仕様 

トリップ 
コイルへ 

　高調波抑制要素 
（励磁突入電流 
対策）　　 

高整定過電流 
リレー 

87（メイン） 

比率差動要素 

　高調波抑制要素 
（励磁突入電流 
対策）　　 

高整定過電流 
リレー 

87F（フェイルセイフ） 

比率差動要素 

図３　比率差動リレーによるトリップシーケンス
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した。

このタイプの距離リレーでは，「第 2調波以上の高調波

を 200 ％以上含有」という厳しい事故電流条件下において

もリレー原理とフィルタによる組合せで良好なリレー特性

を実現する必要がある（図４①）。そのため，交流入力部

のフィルタ特性も専用のものを設けてきた（アナログフィ

ルタ＝図４②，ディジタルフィルタ＝図４①と②の差分と

の減衰特性を分担し，機能を実現）。

新仕様では，アナログフィルタをA-D変換器における

量子化誤差対策に特化した第二世代ディジタルリレー用と

し，距離リレー特性用フィルタをディジタルフィルタ化す

ることで交流入力部が他リレー要素と共用可能となった。

また，ディジタルフィルタはプログラム処理なので，アナ

ログフィルタと異なり，装置ごとの特性のばらつきや温度

特性・経年変化がない点で，装置の信頼性向上に寄与した。

また，低次高調波対策付きの距離リレーとしたことで，

リレー原理による高調波除去性能が向上し，相対的にアナ

ログフィルタおよびディジタルフィルタの減衰率を小さく

できたため，従来の距離リレーに比べて，動作時間は 8～

10ms 短縮でき，高速化が可能となった。

３.３.３ フェイルセイフ

事故検出側の地絡過電圧リレーを PT二次断線対策付き

として PT断線不良時のシステムとして誤動作防止を図り，

主検出側の変化幅過電流リレーを削除した。

従来仕様では事故検出部に過電流リレーと変化幅過電流

リレーが設けられていたが，変化幅過電流リレー内の高整

定過電流リレー要素の整定を過電流リレーの必要整定に変

更することで，新仕様では過電流リレーを削除した。

３.４ HI

遠隔運用機能の整備に伴い，無人化が進む変電所に設置

されるディジタルリレーは，装置組込みの HI ユニットを

なくしてコストダウンを図るとともに，竣工（しゅんこう）

試験，障害修復作業時に，リレー盤表面のコネクタに可搬

形 HI を接続することで，リレーの整定変更，動作確認，

不良内容の確認などを行えるようにした。

HI は，OADG準拠のパソコンを用いた可搬形ツールに

なっており，Microsoft 社の OS（Windows 3.1 か Win-

dows 95）上で動作する。機能として，装置の整定値書込

み，動作表示・不良発生時の各種解析を目的とした解析支

援機能に大別される。図５は画面例である。

３.５ 遠隔運用システム

伝送インタフェース（Ethernet
〈注〉

IEEE802.3）を実装し，

下記の運用保守機能を遠方の電力所・制御所などから，操

作可能としている。

整定値の変更，確認

自動点検回数の確認，リセット

現在運用状態の確認

リレー動作内容の確認

装置異常内容の確認

３.６ 自動点検中の事故対応

変圧器の内部事故に対しては，トリップ回路の高速化を

図るため，従来と同様，静止形トリップ素子（動作時間２

～ 3ms）を適用した。

アナログ入力部の自動監視方式として，従来は自動点検

方式が適用されてきたが，動作信頼度の向上，および自動

〈注〉Ethernet ：米国Xerox Corp. の登録商標

（5）
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 必要な
 減衰特性

図４　距離リレー用フィルタ特性例

（b）リレー応動解析画面 

（a）整定画面 

図５　HI 画面例



第二世代ディジタルリレーを適用した変圧器保護継電装置

点検回路の簡素化を考え，常時監視方式を適用した。これ

に対応して，トリップ回路の信頼性向上を図った。

従来装置（分割点検方式）

主検出，事故検出の点検に時間差を持たせ，点検中の内

部事故に対しては非点検側リレー動作のみの条件でトリッ

プさせる。

新装置〔トリップロック（TL）点検方式〕

™トリップロック素子を追加することで，自動点検中も

１ユニットの誤出力でトリップに至らない構成とした。

™自動点検中も主検出，事故検出ともリレー演算を行い，

内部事故に対して，瞬時にトリップロックを解除し，両

ユニットのANDでトリップさせる方式とした。

図６にトリップ回路の構成，図７に点検中の事故対応の

オシログラムを示す。比率差動リレー動作とほぼ同時にト

リップ出力されているのが分かる。

あとがき

以上，第二世代ディジタルリレーを適用した変圧器保護

継電装置の開発成果について報告した。今後，本装置での

成果を他装置に適用していく予定である。
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まえがき

情報化の進展，都市機能の高度化・多様化に伴い，ます

ます膨大化・複雑化する配電系統に対し，供給信頼度の向

上，設備の効率的運用などを目的に，コンピュータを使用

した配電自動化システムが本格的に導入されてはや10年余

を経た。

近年，電気事業の世界的な規制緩和の潮流，地球環境問

題への対応や，国際標準によるオープン化技術を背景とし

た新しい情報処理システムの流れなどから，配電自動化技

術もこれまでの価値観や枠組みを変えた取組みがなされて

きている。

富士電機は，この分野にいち早く取り組んできており，

その成果の一端を『富士時報』の配電自動化特集号で過去

２回［Vol.61 No.9（1988），Vol.66 No.2（1993）］紹介し

たが，その後 5年余を経ていることから，最近の動向や富

士電機の取組みと成果について，配電自動化，お客さま系

自動化に焦点を当てて紹介する。

配電自動化システムの動向

２.１ 配電自動化システムの現状と次世代構想

図１に配電自動化システムの展開経緯と要求仕様の変遷

を示す。

1980年代から積極的に導入が推進されてきた配電自動化

システムに対し，富士電機では，各分野で高い実績を持つ

「オンライン監視制御技術」を核として，これにユーザー

の配電運用ノウハウを盛り込んだ，高機能かつ高信頼度な

配電自動化技術の現状と展望
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全域適用 

広域運用
（次世代配電自動化
　　　　システム）

電力流通コストの削減

市場自由化

年 1990 2000

供給信頼度の向上
　™開閉器の遠隔監視制御
　™事故時自動復旧
　™負荷融通計算

他システム情報連係
　™設備管理システム連係
　™上位系システム連係
　™下位店所システム連係
　™情報提供

情報共有，統合化ニーズ
　™配電自動化保有情報の配信
　™現場，他システムとの協調作業
　™問合せ，窓口サービス向上

™オンライン監視制御技術
™信号伝送技術

™オープン分散ミドルウェア ™配電サーバ構想
™WWWサーバ技術
™ロスミニマム計算パッケージ（GA）

™三相潮流
　　解析技術

設備利用率の向上
　™ロスミニマム系統構成
　™配電系統の広域運用化

配電系統運用業務の高度化
　™作業計画
　™過負荷解消

電力品質の管理
　™配電系統電力潮流の把握
　™電圧・無効電力制御

図１　配電自動化システムの展開経緯と要求仕様の変遷
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システムを構築し，展開を推進してきた。

この間，絶え間なくユーザーの要求や環境の変化を先取

りし，常に最新技術を盛り込んだ配電自動化を提供するこ

とに努めてきた。

今日，情報のハイアメニティ化，CPU性能の飛躍的な

向上，ならびにシステムのオープン分散化といった技術革

新に加え，電気事業を取り巻く環境の変化により，配電自

動化システムに対する要求も，従来の供給信頼度向上を主

体としたものから，運用の高度化や情報アメニティなどの

機能を付加する方向へと変化している。

富士電機では，これらの動向に対応した次世代配電自動

化システムとして，表１に示す新たなコンセプトを打ち出

し，提案している。

２.２ 広域配電サーバ構想による配電自動化システム

配電自動化システムの導入が進むにつれて，営業所境界

の系統設備状態を両営業所間で共有し，事故時自動復旧に

おいて営業所相互からの自動復旧の実現や，将来は夜間集

中バックアップ運用による各営業所での宿直制の廃止など

が検討されている。

そこで今後の配電自動化システムは，システム相互の連

係を強化し，営業所境界の枠を越えた広範囲な判断を可能

とする機能が求められ，そのためそれぞれのシステムの基

盤をいかに業界標準あるいは国際標準を採用したオープン

な汎用アーキテクチャで構成し，相互に簡単かつタイムリー

に連係できる環境に統一，整備していくことが重要となっ

てきている。

図２に富士電機が進めている広域配電サーバ構想による

配電自動化システムの概念図を，図３にそのソフトウェア

構成を示す。

本システムは支店（または拠点営業所）に，その管内の

系統設備データの統合管理と支店大の集中監視・制御機能

を有する配電サーバを設置し，営業所間を連係する LAN，

ならびに各営業所は，配電サーバにある全系統設備データ

を保有し，かつ配電サーバ停止時には自律系統運用を可能

とする営業所サーバ，マンマシン装置，親局テレコンで構
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表１　次世代配電自動化システムの新しいコンセプト

配電系統運用

配 電 業 務

電力流通コストの低減（シ
ステム構築コスト，ランニ
ングコストの削減）

設備利用率の向上

™配電自動化システム間情報連係
　による広域系統運用
　（支店・営業所間連係）

™オープンアーキテクチャによる
　分散システム構成

電力品質管理

™他システム連係，上位システム
　連係

分　類 配電ニーズ 新コンセプト

系統計画業務支援システム

設備近代化
22,000/400V直接配電，400V
低圧幹線方式への対応機能

情報アメニティの向上 配電自動化情報共有システム

電源，負荷の多様化に対応
した電力品質監視，補償

電力品質計測，分析，補償機能

™配電線の常時稼動率の引上げ
™夜間宿直業務の省力化

™システム間情報連係や機能拡張が容易
™パソコンの採用による初期構築コストの削減

™情報一元化による系統運用高度化
™データメンテナンスの効率化

™ロスミニマム計算による設備利用率向上
™設計業務の効率化

™供給形態の多様化によるベストミックス

™帳票作成，データ編集作業の効率
™問合せ，窓口対応サービスの向上

™分散電源，SVG（Static Var Generator），SVR（Static 
　Voltage Regulator）を含む系統の潮流計算，不平衡・高調波
　解析および補償

内容・特徴

広
域
配
電
サ
ー
バ
構
想

支店/拠点営業所 

変 電 所  
情報結合 
装　　置 

変 電 所  
情報結合 
装　　置 

配電サーバ 
（WS） 

営業所 

MMIMMITC

営業所 
サーバ 
（PC） 

TC

営業所 

LAN

MMI WS ：ワークステーション 
PC ：パーソナルコンピュータ 
MMI：マンマシン装置 
TC ：親局テレコン 

MMITC

営業所 
サーバ 
（PC） 

TC

営業所 

MMIMMITC

営業所 
サーバ 
（PC） 

故障時の個別 
制御ルート　 

個別制御ルート 

自動制御ルート 

TC

図２　広域配電サーバ構想による次世代配電自動化システムの概念図
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成している。

配電サーバは既存のソフトウェアの流用による信頼性維

持からワークステーション（WS）を用い，さらに汎用デー

タベースの採用によって自由なシステム間の情報連係やソ

フトウェアの逐次拡張性の確保を図っている。また，営業

所のマンマシン装置にパーソナルコンピュータ（PC）を

用いることで多様な汎用ソフトウェアを採用して構築し，

開発コストの削減や操作性，拡張性の向上を狙っている。

本構成により複数の営業所系統を統括して管理し，各営

業所に対して系統全体をオープンに見せると同時に，系統

全体を用いて事故時自動復旧などを実施する方式によって

営業所境界を意識させないシームレスな運用を可能とする。

２.３ 情報の共有化

電力会社では配電自動化システムなど各部門でコンピュー

タシステムの導入が進んでいる。

そこでネットワーク技術の向上やOA機器の普及から，

これらの多種多量の情報の共有化，有効活用化を図り，業

務運営の効率化を支援する仕組みとして，各システムのリ

アルタイムな運用情報や解析データを社内 LANに接続さ

れた PC端末へ配信，提供することで保守・計画など部門

間の業務連係や現場と操作室との協調作業支援などを目的

とする情報共有化システムの導入が図られつつある。

図４に汎用ソフトウェアを使用した本システムの画面例

を示す。

２.４ 系統計画業務支援への展開

系統計画業務とは新規の供給申込みに対し最適な送電計

画の立案や，将来の需要の伸びを想定し過負荷などの供給

支障を防止するための設備計画の立案などを行う業務であ

る。

本業務においては，既存の配電設備を有効活用し新規設

備の増設を抑制した計画を作成することがポイントとなる

が，膨大な配電系統パターンのなかから複雑な運用条件，

要素をすべて考慮し，組合せ最適化問題として，これをコ

ンピュータにより解き，運用者に対し最も適切な解を提示

することは困難であった。

しかし近年，コンピュータの能力向上やグラフィカルユー

ザーインタフェース（GUI）などのマンマシン系の充実，

そして組合せ最適化問題に関するさまざまな新解法の提案

とその手法の配電計画問題への容易な適用性などの技術展

開により支援機能として開発するための環境が整ってきた。

富士電機では，この組合せ最適化問題にモダンヒューリ

スティック手法の一つである遺伝的アルゴリズム（GA）

を適用し，ロス低減系統作成機能，変電所間負荷移行機能

などの系統計画支援機能を実現している。

お客さま系自動化への取組み

お客さま系自動化に関しては自動検針や負荷制御などを

中心とした研究およびフィールド検証が長年にわたり行わ

れ，一部実用化も始まってきた。

最近では負荷率の改善や CO2 排出削減などを目的に負

荷平準化や省エネルギーの施策を行うデマンドサイドマネ

ジメント（DSM）が研究されている。さらに，電力のマ

ルチメニューサービス化をにらんだ電力品質の管理につい

ての研究も開始された。

富士電機は本分野に当初から取り組み，主として電子式

電力量計や，お客さま伝送端末などの製品ラインアップの

拡充，配電線搬送をはじめとする各種伝送技術のフィール

ドノウハウや運用・評価技術の蓄積に努めてきた。

今後は規制緩和や市場自由化の動きを反映した分散電源

の系統連系増加に対する対策や，電力供給形態の多様化へ

の対応，さらには通信情報サービスや熱供給，ホームセキュ

リティといった非電気事業分野への展開などが新たな課題

となってくると考えられる。図５に富士電機の考える将来

のお客さま系システムの概念例を示す。

３.１ 自動検針システムの実用化の動向

情報伝送技術の進展や電力量計の電子化，料金制度の多
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図３　広域配電サーバ構想でのソフトウェア構成 図４　情報共有化システム画面例
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様化の実現などを背景として，検針業務が煩雑な大口需要

家や，オートロックマンション，山間へき地などの難検針

地域を対象に自動検針の導入が進んでいる。

富士電機では，大口需要家の需給調整契約に対応したロー

ドサーベイ機能付きの電子式電力需給用複合計器や遠隔異

動処理機能付きの電力量計，伝送端末などを開発し提供し

ている。

３.２ DSMへの取組み

負荷平準化の対策の一つとして通商産業省・資源エネル

ギー庁では，1986年から負荷集中制御の実証試験を続けて

おり，富士電機もこれに参画している。

負荷集中制御は当初，温水器やエアコンディショナ（エ

アコン）などの機器を制御する直接負荷制御を主体に研究

されてきたが，昨今の情報通信インフラストラクチャ（イ

ンフラ）の整備を反映し，電力会社からお客さまに料金情

報や電気使用量などの情報を提供し，一般家庭や中小店舗

などの電力消費パターンを誘導する間接負荷制御が注目さ

れている。

富士電機では，間接負荷制御に対応したシステムを日本

電気計器検定所の委託を受けて開発し実証研究に供してい

る。図６に本システムの表示画面例を示す。

また分散電源の普及に向け，通商産業省の指導による系

統連系ガイドラインに準じた分散電源系統連系保護装置の

製品系列化と適用拡大も図っている。

あとがき

配電自動化分野は情報通信インフラ整備，多種多様なお

客さまニーズならびに関連技術のたゆまぬ進歩に裏打ちさ

れてさらに進化していくことは明白である。

富士電機は将来の方向を良く見定めて配電自動化分野の

発展に寄与していく所存である。

本特集を発刊するにあたり，電力業界各位に誌上を借り

て厚くお礼申し上げるとともに，今後のご指導・ご支援を

お願いする次第である。
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図５　お客さま系自動化システムの概念図

図６　電力情報表示画面例



江川　　進

関西電力（株）お客さま本部ネット

ワーク技術グループ。

草間　　悟

配電自動化用コンピュータシステ

ムの応用ソフトウェア開発に従事。

現在，（株）FFCシステム本部第

一システム統括部電力システム部

主任。

大井　　洋

配電自動化システムの開発，技術

企画に従事。現在，電力システム

製作所配電システム部主任。

富士時報 Vol.71 No.9 1998

まえがき

現在，わが国の電力会社は，電力料金低減のために企業

体として厳しいコストダウンを迫られており，これまで以

上の設備投資の抑制と業務効率化を実現しなければならな

い状況下にある。

また，配電系統の電力ロス（以下，ロスと略す）を低減

することは，ロス分を含めた全消費電力の低減につながり，

最終的にはロス低減分の発電電力が削減できるというコス

トダウンのメリットがある。このような背景から，電力会

社各社においては，配電系統のロス低減を積極的に推進す

る機運が高まっている。

そこで，今回，関西電力（株）との共同研究にて，これま

で多くの時間をかけて手作業で行われていた配電線増強計

画（将来の系統構成を計画する）業務を機械化により効率

化し，将来の需要の伸びに既存設備の切替を主体に対応し，

さらにロス低減までを考慮した将来系統を作成するといっ

た計画業務の高度化を狙いとする，『配電線増強計画支援

システム』を開発した。特にこの開発においては，モダン

ヒューリスティック手法の一つである遺伝的アルゴリズム

を，配電系統の問題解決に実用化した「最適系統ガイダン

スパッケージ」を開発したので，ここにその概要を紹介す

る。

配電線増強計画支援システム

２.１ 配電線増強計画業務の概要

配電線増強計画は，当該年度の最大負荷実績値をもとに，

将来における需要の伸びを考慮し次年度以降 5か年先まで

の需要想定を行う。そして，この需要予測に基づき過負荷

（設備の容量を超えた送電状態）などの供給支障を事前に

防止するための設備計画を立案するものである。

２.２ システム構成

本システムは汎用ワークステーション（WS）を用い，

国際標準である TCP/IP 手順により，既設の『配電線自

動運用システム』とオンライン接続している。これにより，

『配電線自動運用システム』に保有しているデータの有効

活用と，データの自動取込みによる業務の省力化を実現し

ている。
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図１に本システムのシステム構成を示す。

２.３ 機能概要

本システムは，図２に示す流れで行われる設備増強計画

作業を支援する，以下の 8機能を有する。

負荷実績収集機能

需要想定機能

過負荷解消機能

変電所間負荷移行機能

簡易メンテナンス機能

配電系統ロス低減機能

事故一括検証機能

主要帳票作成機能

表１に機能概要を示す。

２.４ システム導入に期待される効果

本システムの導入により，計画で使用する実績データを

配電線自動運用システムから自動的に取り込む「負荷実績

収集機能」，ならびに取り込んだデータを基に将来の負荷

を予測する「需要想定機能」による大幅な業務の効率化効

果と，設備容量に対する負荷の超過を既存設備の切替によ

り解決する「過負荷解消機能」，ならびに「変電所間負荷

移行機能」による新規設備の抑制効果が期待される。

次に，今回開発した最適系統ガイダンスパッケージにつ

いて紹介する。

最適系統ガイダンスパッケージ

３.１ 機能概要

本パッケージは，ロス低減や負荷平準化といったより良

質な系統運用をめざす各種課題を考えたとき，開閉器（系

統上に設置された電気の流れを制御するスイッチ）の入切

の組合せによる無限に近い系統構成パターンのなかから，

最適と思われる系統構成をオペレータに提示するものであ

る。

３.２ 特　徴

本パッケージは，以下の特徴を持つ。

モダンヒューリスティック手法の一つである遺伝的ア

ルゴリズムを，日本で初めて電力系統に対して実用化し

たものである。

三相不平衡是正などの将来のさらなる電力品質の向上

をめざした三相対応となっている。

データベース構造に依存しない処理形態を実現してい

る。

３.３ 配電線増強計画支援システムへの適用

配電線増強計画支援システムでは，本パッケージを用い

て以下の機能を実現している。

過負荷解消機能

変電所間負荷移行機能

配電系統ロス低減機能

次章から，本システムにおいて最も特徴的である配電系

統ロス低減機能を例にとり，本パッケージの処理概要，シ

ステムでの機能実現方法およびその効果を紹介する。

配電系統ロス低減機能

４.１ 配電系統ロス低減の基本的な考え方

配電系統におけるロス低減は，既存設備の開閉器の入切

により，新たに設備を設置することなく実現可能である。

それは，開閉器の入切の変更により対象配電系統内の電流

の流れを変更し，フィーダごとの電流を平均化することで，

全体のロスを低減できる系統構成を求めることであり，組

合せ最適化問題として考えることができる。

４.２ 機能概要

配電自動化システムに保有されている‘第 3水曜日実績’

データから求められた，年間の負荷状況を反映する‘年間

平均負荷’データをもとに，対象系統内の全遠制開閉器を

（3）

（2）

（1）

（3）

（2）

（1）

（8）

（7）

（6）

（5）

（4）
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（1）

富士時報 Vol.71 No.9 1998

508（38）

負荷実績作成 

需要想定 

過負荷チェック 

過負荷解消 

ロス低減系統作成 配電系統ロス 
低減機能 

信頼度チェック 

資料作成 

図２　設備増強計画作業の流れ 表１　機能概要 

機　能 概　要 

負 荷実績収集機能  
配電自動化システムから実績データと，その時 
の標準系統を表す系統図・設備データを取り込 
む。 

伸び率などの入力機能を設け，新設需要家の容 
量などを考慮し，配電線などの将来の負荷値を 
予測する。 

想定された将来の最大負荷値における変電所， 
バンク，配電線の過負荷をチェックし，過負荷 
解消系統を作成する。 

融通先の負荷移行量を入力し，過負荷解消・変 
電所間の負荷平準化を目的とした最適系統を作 
成する。 

計画されている新設需要家の系統への反映，ま 
たは過負荷解消のための系統変更を行う。 

配電線間のループ開放点移動によるロス低減系 
統の作成およびロス低減量の算出を行う。 

想定された将来の最大負荷値における1バンク 
事故・配電線事故時の供給支障有無を一括検証 
する。 

手作業で作成していた配電線別負荷切替計画表， 
長期計画表を自動作成する。 

需 要 想 定 機 能  

過 負 荷 解 消 機 能  

変電所間負荷移行機能 

簡易メンテナンス機能 

配電系統ロス低減機能 

事 故一括検証機能  

主 要帳票出力機能  
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操作対象として，1変電所内の全ループ開放点を自由に移

動（開閉器を入切）させる最適切替計算を行い，そのとき

のロスが最小となる系統を年間を通した最適系統として選

定するものである。

４.３ 遺伝的アルゴリズムによるロス低減化

４.３.１ 遺伝的アルゴリズム

図３に遺伝的アルゴリズム（GA： Genetic Algorithm）

の最適化過程を示す。GAは，遺伝のアナロジーを用いて，

まず対象問題を遺伝子で表現する。例えば，図３に示すよ

うに 2進法で表現する。このような遺伝子を複数作成する。

この遺伝子に交差（ペアとなる遺伝子同士の部分的交換）

や突然変異（遺伝子情報の変更）などの遺伝オペレータを

適用することにより，遺伝子に変化を与える。最後に，対

象問題に適合した遺伝子のみを次の世代に残す（評価・選

択）。この遺伝オペレータの適用と世代交代の繰返しによ

り，対象問題に適した遺伝子を探索する。これにより，組

合せ最適化問題の最適化過程を実現する。

４.３.２ GAによるロス低減

遺伝子表現

配電系統ロス低減化においては，まず配電系統の特徴で

ある放射状の系統構成を遺伝子で表現する必要がある。こ

の遺伝子表現を図４に示す。2進法を用いる場合，各開閉

器の入切状態を 0，1で表現するということも考えられる。

しかし，この表現では突然変異のとき，一つの切開閉器を

入に変更し，ループ系統としてから一つの入開閉器を切と

し，新しい放射状系統を生成する。このとき，入切状態を

変更させる開閉器の選択では放射状系統を満足させなけれ

ばならず，探索処理を含む計算時間のかかる処理となって

しまう。したがって，ここでは，図４に示すように10進法

を用いて各区間の電源側区間番号を表現することとした。

この表現により，突然変異が一つの区間の電源方向の変更

のみとなり，一つの区間の接続区間情報のみを扱うことと

なるため簡素化できる。

初期遺伝子集団の作成（2）（1）

509（39）
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図３　遺伝的アルゴリズムの探索の概念図
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初期遺伝子は，おのおのの電源から電気を供給する区間

を，放射状系統になるように確率的に決定する。このよう

な遺伝子を複数作成する。

遺伝オペレータ

次に，この遺伝子に遺伝オペレータ（交差や突然変異）

を適用する。遺伝子自身が系統構成を表現しているため，

交差（ペアとなる遺伝子同士の部分的交換）は，部分的系

統構成の交換を意味している。図５に簡単な交差の例を示

す。図では，左側の二つの系統を示す遺伝子ペアに対して，

３番目で交差した例である。図から，系統が部分的に交換

されていることが分かる。

また，各遺伝子情報がその区間の電源方向を意味してい

るため，突然変異（遺伝子情報の変更）は，その区間の電

源方向の変更を意味する。図３の交差後の上の系統におい

ては，②③⑦⑧の負荷が変更可能である。例えば，②の負

荷は現在の電源方向が①であるが，②に変更可能である。

つまり，これらの遺伝オペレータにより，系統構成（開閉

器の入切状態）をさまざまに変更する。

遺伝子の評価・選択

最後に，修正された遺伝子のうち，ロスを低減できる遺

伝子のみを次の世代に残す。この遺伝オペレータによる系

統構成の変更とロスを低減できる遺伝子のみを残す世代交

代を繰り返すことにより，ロスが低減できる解を探ってい

く
（1）（2）

。

以上のアルゴリズムを図６に示す。

４.４ 処理関連

以下に，本機能の画面・帳票の起動関連およびデータ処

理関連について示す。

画面・帳票の起動関連

本機能は，“年度メニュー”画面において指定された変

電所に対して実行される。その結果として，変電所単位の

切替前ロス，切替後ロス，ロス低減量およびロス低減率を

“ロスミニ切替結果”画面に表示，また，切替対象となっ

た区間をマッピングを用いた“切替後線路図”画面に色替

え表示する。さらに，移動したループ開放点の状態を“切

替前後連系点一覧”（帳票）として印字出力する。

データ処理関連

本機能は，配電自動化システムに保有する‘系統図・設

（2）

（1）

（4）

（3）
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データ　

（12か月分）

区間構成
情報

伝送フォーマット形式のデータ

配電線自動運用システム 配電線増強計画
支援システム

系統図・　
設備データ

各月の平均値に休日
の係数を反映し，
12か月分のデータを
平均

系統図設備データの
全区間に割付け

GAによる
ロス低減計算

B配電線

SW7

SW4

™ロス低減量・低減率
™切替後系統図
™切替前後連系点一覧

図７　データ処理関連図

表２　ロス低減計算対象営業所の設備概要 

タイプ 営業所名 

都市部 
A 

B 

C 

D
郡　部 

変電所数 

16 

14 

13 

7

配電線数 

342 

211 

132 

55

表３　ロス低減効果（1変電所あたり） 

タイプ 
営業 
所名 

都市部 
A 

B 

C 

D

767.9 

749.3 

1,389.4 

630.7
郡　部 

年間切替前 
ロス量 
（MWh） 

702.8 

707.0 

1,284.3 

576.1

65.1 

42.3 

105.1 

54.5

9.0 

6.5 

8.6 

7.5

年間切替後 
ロス量 
（MWh） 

年間ロス 
低減量 
（MWh） 

ロス低減率 
（％） 
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備’データおよび‘第 3水曜日実績’データから作成した

‘3水平均区間負荷’データを，入力情報として扱う。

図７に本機能のデータ処理関連を示す。

ロス低減効果の検証

共同研究において，本機能の効果を検証した。

検証対象として用いた配電系統は，都市部と群部に位置

する営業所からおのおの 2営業所ずつ選定した。

検証対象営業所の設備概要を表２，検証結果を表３に示

す。

表３から，1変電所あたりの年間ロス低減量は，4営業

所平均で 69MWh/年という結果が得られた。また，都市

部においては 2営業所平均で 54.5MWh/年，群部におい

ては 87.4MWh/年というロス低減結果が得られた。

あとがき

以上に紹介した『配電線増強計画支援システム』の活用

により，作業の効率化は基より，配電系統の新規増強設備

の抑制とロス低減による発電電力の削減での，トータルコ

ストダウンが期待できる。

今後は，引き続き共同研究の場において，現場のニーズ

をまとめて供給検討作業を支援する機能を強化（供給検討

が簡易に行える環境の作成）し，本システムによるコスト

ダウン効果のさらなる充実を図る予定である。

また，それに加えて，今回開発した「最適系統ガイダン

スパッケージ」を，より高度な系統運用の実現に役立てる

ための具体的適用方法（三相不平衡是正の解決など）を検

討していく所存である。

参考文献

不動弘幸ほか：配電系統ロスミニマム化手法の検討，電気

学会電力技術研究会，PE-96-93（1996）

不動弘幸ほか：配電系統のロスミニマム検討条件の解析と

ロスミニマム効果，電気学会電力技術研究会，PE-97-33

（1997）

（2）
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〔特　　許〕
最近登録になった富士出願

登録番号 名　　　　称 発明者 登録番号 名　　　　称 発明者

2782640 村上　幸男半導体装置の内部接続構造

2782641 原　　　毅電子レンジ内蔵形冷凍食品用自動販
売機

2782642 青山　祐次冷気循環式オープンショーケース

2782643 矢沢　　武電磁接触器の制御回路ユニット取付
構造

2772883
伊藤　　潤
右田　博久
乳井　直樹

クレーンの振れ止め・位置決め制御
装置及び制御方法

2773418 繁田　雅信自動販売機の運転立ち上げ制御装置

2576740 冠野　恭範自動販売機の商品選択釦装置

2773755
山田　　守
藤井　　清光ファイバセンサ

2774726
圓尾　　等
加納　利行鋳造設備における自動注湯装置

2774727
圓尾　　等
加納　利行鋳造設備における自動注湯装置

2775890
山本　　修
大賀　俊輔燃料電池発電システムの制御装置

2776008 冠野　恭範自動販売機の投入硬貨搬送装置

2776443 大森　重信プログラマブルコントローラ

2777623

高橋　武男
新貝　和照
宮本　昌広
西方　　聡
寺野　哲浩

有害ガス除去装置

2778020 片桐　源一表面処理装置

2778633 本巣　博之キー信号の通信方式

2782471 渡辺　哲仁データ転送のリトライ制御方式

2782635
横川　純男
小西　茂雄
沢里　正博

アナログシミュレータ用静止形無効
電力制御装置モデル

2782637 植田　　進レーザマーキング装置

2782688 岩室　憲幸MOSコントロールサイリスタ

2782639 羽山　忠男樹脂封止形半導体素子のトランスフ
ァ成形用金型



関澤　　学

東北電力（株）配電部。

岡山　幸弘

配電自動化システムの応用ソフト

ウェアの開発に従事。現在，（株）

FFCシステム本部第一システム

統括部電力システム部主任。

金澤　康久

配電自動化システムの開発に従事。

現在，電力システム製作所配電シ

ステム部主任。
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まえがき

東北電力（株）の配電自動化への取組みに対し富士電機は，

1992年から大都市（県庁所在地とこれに準ずる都市）営業

所向けに大都市用配電線監視制御システムを納入してきた。

また，大都市以外の営業所にはコンパクト化，コストダウ

ンを図った中都市用配電線監視制御システムを納入してき

た。さらに，1996年度から，大都市営業所，中都市営業所

と隣接する小規模の営業所に対し簡易操作卓を納入し，簡

易操作卓をクライアント，既設の配電線監視制御システム

をサーバとしてネットワーク連係した広域用クライアン

ト・サーバ形配電線監視制御システム（以下，広域用

C/S 形配電線監視制御システムと略す）を構築した。

広域用C/S形配電線監視制御システムは営業所間をネッ

トワーク連係することにより，夜間，休日などクライアン

ト側の営業所に運転員が不在のとき，サーバ側のシステム

からのバックアップ運転が行える。また，営業所間をまた

がるような広域の停電事故発生時の復旧が可能である。

以下に広域用 C/S 形配電線監視制御システムの機能，

特長を紹介する。

システムの概要

システム構成を図１，システムの機能一覧を表１，サー

バシステム（中都市用配電線監視制御システム）の外観を

図２，クライアントシステムの外観を図３に示す。

本システムは隣接する営業所間を，ルータを介して48 k

ビット/秒，光 2回線にて連係している。営業所ごとに独

立したシステム構成とすると，営業所ごとに個別に中央演

算処理装置および開閉器子局との伝送を行う営業所テレコ

ンが必要であるが，クライアント・サーバ構成とすること

により，中央演算処理装置，営業所テレコンを共有し，ク

ライアント側にワークステーションを 1台設置するのみの

コンパクトで低コストのシステムを実現している。また，

クライアント側の業務についてもサーバシステムの中央演

算処理装置で処理することにより，クライアント側でもサー

東北電力（株）広域用クライアント・サーバ形配電線監視
制御システム
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関澤　　学（せきざわ　まなぶ） 岡山　幸弘（おかやま　ゆきひろ） 金澤　康久（かなざわ　やすひさ）
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シーケンサ オペレータ 
コンソール 
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コンソール 

ルータ 

ルータ 

ルータ 

レーザビーム 
プリンタ 

カラーハード 
コピー 

レーザビーム 
プリンタ 

CRT

サーバ（中都市用配電線監視制御システム） 

Ethernet

Ethernet
営業所 
テレコン 

開閉器の監視・制御 
変電所の監視 

CRT

30～40km

＊Ethernet：米国Xerox Corp. の登録商標 

30～40km

ワーク 
ステーション 

CRT

クライアント 

カラーハード 
コピー 

Ethernet
シーケンサ 

オペレータ 
コンソール 

ルータ 

レーザビーム 
プリンタ ワーク 

ステーション 

ワーク 
ステーション 

ワーク 
ステーション 

中央演算 
処理装置 

図１　広域用C/S形配電線監視制御システムの構成
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バと同じ機能にて業務が行える。

本システムは各ワークステーションにて分散システムを

構成している。従来，システム間の連係を考える場合，各

システム間の伝送，データベースの等化はシステムごとの

アプリケーションプログラムによって処理を行っていた。

富士時報 Vol.71 No.9 1998
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図２　サーバシステム（中都市用配電線監視制御システム）の

外観

A6867-17-330

図３　クライアントシステムの外観

A6867-17-332

表１　システム機能一覧 

機　能 概　要 

配電線遠隔監視制御，計測機能 
（子局，開閉器，線路情報） 

変電所遠隔監視制御，計測機能 
（変電所情報） 

系統自動運転機能 

配電系統図など表示機能 

管理資料作成機能 

シミュレーション機能 

メンテナンス機能 

窓口情報提供機能 

システムの自動保守管理機能 

音声，警報による異常発生表示 
機能 

時刻設定機能 

大画面表示機能 

＊1：簡易な融通計算（現在系統および区間データベースを用いた計算）による自動融通 
＊2：系統図のみ 
＊3：負荷融通操作などに必要な最小限の設備諸元にする（例えば，区間ごとの口数，kWなど）。 
＊4：既設窓口表示システムと連係して機能する。 
＊5：サーバの機能に従う。 
＊6：サーバ側のシステムにて実施 

子局監視・制御（開閉器の「入」「切」「ロック」「ロック解除」など） 

子局機能の変更（TYS，TL，X時限など） 

配電線電圧・電流，位相差の計測 

バンク二次CB，6kV FCBなどの「入」「切」監視 

地絡，短絡情報（DG，64B，OCなど）の監視 

43Aリレーの手動，自動制御 

バンク電圧，電流およびフィーダ電流計測 

配電系統の事故区間検出および負荷融通操作 

過負荷回避操作 

計画作業停止操作 

地形図および配電系統図の表示 

変電所スケルトンおよびSV，TM情報の表示 

運用情報記録（高圧事故原票などを含む） 

系統操作記録（開閉器操作指令票などを含む） 

系統管理情報（フィーダ日負荷記録など） 

設備管理情報（フィーダ別お客さま情報一覧など） 

配電線事故時の自動負荷融通シミュレーション 

配電線路メンテナンス訓練用シミュレーション 

地形図および配電系統図のメンテナンス 

変電所スケルトン，設備諸元などのメンテナンス 

配電線停電情報（町名，お客さま情報を含む） 

作業停止計画情報（町名，お客さま情報を含む） 

TC，子局，開閉器，伝送路などの自動監視（リトライ監視機能など） 

音声による事故発生表示 

警報（ベル，ブザー，チャイム）による異常発生表示機能 

システム管理用時刻の設定機能 

大画面による系統運用状況の表示機能 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

サーバ 
クライアント 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

△ 

△ 

△ 

△ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

 

 

 

 

◯ 

 

◯ 

◯ 

大都市 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

△ 

△ 

△ 

△ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

△ 

△ 

 

 

◯ 

 

◯ 

◯ 

中都市 

＊1

＊1

＊1

＊2

＊2

＊3

＊4

＊5

＊5

＊5

＊2

＊6

＊6

＊4
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しかし，本システムでは分散環境配下のアプリケーション

ソフトウェアの起動管理を行う分散形ミドルウェアである，

富士電機標準パッケージソフトウェア「分散 DF-ROSE」

および分散環境配下のデータベースの等化を行う「分散P-

FILE」を採用することにより，サーバ，クライアントの

各アプリケーションソフトウェアは他のアプリケーション

ソフトウェアおよび各データベースがどのワークステーショ

ンに配置されているかを意識しなくても処理可能とした。

これにより，操作卓を 1卓追加するのと同じ開発内容で，

隣接営業所への監視，制御が可能な営業所間連係を実現し

ている。本システムの分散イメージを図４に示す。

運用管理

本システムはサーバ設置の営業所にてクライアント側営

業所のバックアップを行う運用体系となっている。そのた

め，サーバ側のシステムでは，サーバ，クライアントの両

営業所の設備データを管理し，クライアント側システムで

はクライアント側の営業所の設備データのみを管理してい

る。したがって，サーバからはサーバ，クライアント双方

の営業所の配電系統を監視，制御でき，クライアントから

はクライアント側の配電系統のみを監視，制御できる。ク

ライアント側の営業所エリア内の開閉器子局をどちらのシ

ステムから制御するかは制御権にて管理している。また，

事故復旧手順の作成においても，制御権がクライアント側

にあるときはサーバ側のシステムはサーバ側営業所のエリ

ア内を対象に，クライアントシステムはクライアント側営

業所のエリアを対象に双方個別のエリアに対して復旧手順

の作成を行う。制御権がサーバ側にあるときはサーバ側に

てサーバ，クライアント双方のエリアに対して手順の作成

を行う。制御権による運用切替のイメージを図５に示す。

操作性

本システムの画面表示はウィンドウ画面を CRT上に複

数重ね合わせて表示し，同時に複数の画面を見ることがで

き，視認性の向上を果たしている。また，操作卓上のボタ

ンは制御実行ボタンなど，必要最低限のボタン以外を画面

上に表示し，ほとんどの操作をマウスクリックのみで実施

できる。系統図の表示はマッピング表示を採用し，実縮尺，

地形図対応で表示した系統図により，系統の充停電状態の

監視および系統図上の開閉器シンボルをクリックすること

による，開閉器の制御が可能である。

サーバ側のシステムは系統図，手順書，変電所結線図な

どを 1台の CRT画面上に重ね合わせて表示するモードと

別々の CRTに表示するモードとをボタン一つで切り替え

ることができる。これにより，通常は系統図，手順書，変

電所結線図などを別々の CRTに表示し，一人の運転員に

て操作を行い，事故時などには系統図，手順書，変電所結

線図などを 1台の CRTに表示，二人の運転員にて同時に

別々の業務を実施できる。クライアント側は 1CRTの重

ね合わせ画面のみとし，省スペースを優先している。表示

イメージを図６に示す。

シミュレーション機能

本システムは以下のシミュレーションを実系統に対して
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2CRT運用 

1CRT運用 

ボタンで切替 

図６　CRTの表示切替

A6867-17-336/A6867-17-335/A6867-17-333
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図４　分散イメージ

制御権がサーバのとき 

サーバ側 
営業所管轄 
エリア 

クライ　 
アント側 
営業所管轄 
エリア 

サーバ側 
営業所管轄 
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制御権がクライアントのとき 

：サーバシステムの監視・制御範囲 
：クライアントシステムの監視・制御範囲 

図５　制御権による運用切替
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実施できる。

模擬事故を発生させる事故シミュレーション

模擬の設備メンテナンスを行うメンテナンスシミュレー

ション

模擬の作業計画を行う作業計画シミュレーション

運転員はこれらのシミュレーション機能を複合的に行う

ことにより，増設予定の系統をメンテナンスし，その系統

において事故が発生したときのシミュレーションおよび開

閉器などの追加時の作業計画を実際の系統変更同様にメン

テナンスを行い，作業計画手順を作成するシミュレーショ

ンが可能である。シミュレーションに用いる，配電線電流，

負荷，バンク電圧などのデータは以下から運転員が選択で

き，季節，昼夜などの負荷の変動を考慮した操作訓練，運

転確認が可能である。

実系統のデータをコピーして使用する。

実系統のデータを運転員が指定した比率を乗じて使用

する。

運転員が個別に設定する。

あとがき

ここに紹介した東北電力（株）広域用 C/S 形配電線監視

制御システムは 1サーバに対して 2か所までのクライアン

トを連係するシステムである。本技術を応用し，さらに広

域の連係および相互バックアップ可能な連係システムなど

機能的な発展をめざし，より一層の供給信頼度の向上，運

用の効率化，省力化を図っていく所存である。最後に本シ

ステムの開発にあたり多大なるご指導，ご協力をいただい

た関係各位に厚くお礼を申し上げる次第である。

参考文献

安孫子賢二：東北電力における配電自動化システムの現状

と今後の課題，JATEC，No.88295100P Ⅲ-1-12（1997）
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（3）

（2）

（1）

（3）
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〔特　　許〕
最近登録になった富士出願

登録番号 名　　　　称 発明者 登録番号 名　　　　称 発明者

2782927 吉富喜一郎カード式物品販売装置

2782955 高野　正秀電子写真感光体用基体およびその製
造方法

2782961
宮本　昌広
中山　　勉
安本　浩二

自動車道トンネル用電気集じん機の
高電圧給電箱

2783204

木下　繁則
井上　亮二
吉川　春樹
諸星　幸信

PWMコンバータの制御方法

2783393 高野　哲美大気中の霧水量を測定する方法およ
び装置

2783752 野間　義功
渡部　俊春アルミニウム廃材用溶解炉

2784117 中村　公弘圧力測定装置

2784490 藤原　喜隆
鈴木　忠臣

電圧形パルス幅変調制御インバータ
の電流制御方法

2785271 上野　勝典半導体装置

2785415 佐藤　一彦
大江　　弘漏電遮断器

2785450 海野　　覚自動販売機の 2個売り制御装置

2786627 竹村　　健分散電源の逆圧検知のための出力変
動方法

2786632 大内　茂人電動機の制御装置

2786635 大内　茂人電動機の制御装置

2786747 小林　光男半導体振動・加速度センサ

2786770
佐々木康成
初又　　繁下水処理プロセスの制御方法

2786860
東　　　泉
安達　昭夫
佐藤　昭二

立軸回転電気の冷却装置

2782645 吉竹　典雄アップスタッカ装置の上昇速度制御
方式

2782646 杉本　大輔
山口　一幸ショーケース

2782647 小林　真一半導体装置

2782854 高林　泰弘燃料電池の保護装置



橋浦　嘉昭

東北電力（株）配電部。

小林　芳邦

自動検針システムの開発・設計に

従事。現在，システム事業本部

SIセンター商品開発室第四開発

部。

清水　康司

自動検針システムの開発，技術企

画に従事。現在，電力システム製

作所配電システム部。
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まえがき

近年，電力会社では，検針・電圧電流計測などの自動化

による業務効率化，デマンドサイドマネジメント・変圧器

負荷管理などによる設備投資の抑制といった総合的なコス

ト低減対策，ならびに分散形電源・高調波発生機器の増加

に対応した電力品質の維持管理などへの取組みがなされて

いる。

このような状況のなか，東北電力（株）と富士電機は共同

研究メーカー 3社とともに，お客さま個々の負荷状況（電

力量，電力品質，機器状態など）を遠隔で自動管理（検針，

監視・制御，計測）する「配電負荷監視制御システム」の

開発を行い，フィールド試験を実施した。

以下に，本システムの開発内容について紹介する。

配電負荷監視・制御システムの概要

２.１ 配電負荷監視制御システムの構成

本システムの全体構成を図１に示す。

親局およびモデム装置は営業所に設置され，営業所から

各機器の監視・制御を実施する。柱上には，信号の伝送媒

体の変換，端末機器のアドレス管理および各機器のローカ

東北電力（株）配電負荷監視制御システム
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橋浦　嘉昭（はしうら　よしあき） 小林　芳邦（こばやし　よしくに） 清水　康司（しみず　やすじ）

営業所 

電力品質 
管理用 
CPU

負荷監視 
制御用 
CPU 搬　送 

モデム 
搬　送 
モデム 

Fax　 
モデム 

分岐箱 

電源箱 

低圧配電線 

高圧配電線 

メタル通信線 

低圧受電の 
お客さま 

電力量計 

取引用 
メータ 

試験用 
メータ 

高圧　　 
通信端末 情報 

端末 

情報 
端末 

Fax　 
モデム 

取引用 
メータ 

試験用 
メータ 

低圧配電線 

MOF

MOF

高圧配電線 

NTT回線 

高圧　　 
通信端末 

情報 
端末 

情報 
端末 

エアコン 

エアコン 
制御端末 

ペン　　 
パソコン メタル 

中継 
装置 

電力品質 
管理計 

変圧器 
メタル用 
モデム 

電力品質 
管理計 

低圧受電の 
お客さま 

高圧受電のお客さま 

高圧受電のお客さま 

電力量計 エアコン 

エアコン 
制御端末 

ペン　　 
パソコン 

電力品質 
管理計 

搬　送 
モデム 

搬　送 
モデム 

光 
モデム 

カプラ Fax　 
モデム 

メタル 
方式 

支店 
機械室 変電所 

光方式 

4線式 
メタル 

2線式 
メタル 

メタル 

クロージャ 

クロー 
ジャ　 

光ケーブル 

電源箱 

光中継 
装置 

電力品質 
管理計 

変圧器 

クロージャ 

クロー 
ジャ　 

光ケーブル 

光ケーブル（シングルモード） 

電源箱 

光中継 
装置 

電力品質 
管理計 

変圧器 

光回線 

図１　配電負荷監視制御システムの構成
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ルデータを収集する中継装置と，線路電圧，変圧器の利用

率などを計測する柱上電力品質管理計が設置される。また，

お客さま側には，低圧配電線搬送機能内蔵の低圧電力量計，

高圧電力量計，高圧通信端末，漏電電流などを計測するお

客さま側電力品質管理計がお客さまの屋外の壁面に，電気

使用量の表示やメール交換などを行う低圧・高圧情報端末

およびエアコンディショナ（エアコン）のオンオフ制御を

行うエアコン制御端末がお客さまの屋内に設置される。

２.２ 伝送路

現地までの伝送媒体として，営業所から電柱まではメタ

ル回線（専用通信線）および光回線を使用し，電柱から各

機器までは低圧配電線搬送を使用した。メタル方式では，

搬送モデムを通して変電所までは 4線式のメタル回線で接

続され，変電所から中継装置までは，配電線自動化システ

ム用に布設したメタル回線（5ペア）の空き回線（1ペア）

を使用した。光方式では，PHS（Personal Handyphone

System）用に布設している光ケーブルの空き心（2心）

を利用している。また，高圧受電のお客さまへの情報提供

として電話回線を使用した。

各伝送路の伝送仕様を表１に示す。

システム機能

本システムはパーソナルコンピュータ（パソコン）で構

成され，お客さまデータベースの登録・管理と各機器との

通信（データ収集，設定，制御，情報交換）を行う。

表２にシステム機能の一覧を，また図２に画面例を示す。

低圧・高圧電力量計への自動検針機能としては，電力量

計の現在指示値を手動で収集する個別検針機能と，検針ス

ケジュールに従い電力量計の指示値を自動で収集する定例

検針機能がある。また，高圧電力量計に対しては，検針と

は別に，30分ごとの使用電力量を収集するロードサーベイ

機能がある。次に，電力品質管理計との通信機能として，

停電情報などのステータスデータの収集，線間電圧などの

計測データ収集機能がある。また，情報端末との通信機能

として，使用電力量の通知機能，電力会社からのお知らせ

通知機能，電子メール交換機能があり，親局から通知した

内容はお客さま宅の情報端末上に表示される。

伝送仕様

４.１ 電　文

電文は制御部と情報部で構成される。制御部は電文項目

を示す指令コードと，対象の中継装置を示す中継装置アド

レスとした。また，情報部は可変長とし，通信対象の端末

アドレスに，下り電文では指令内容が，上り電文では応答

内容が付加される。なお，アドレスは中継装置，各端末と

もに12けたの完全にユニークな数字となっており，メー

カー，製造年，機器種別，製造番号によって構成される。

また，オール“＊”を一斉アドレスとした。
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図２　負荷監視制御用CPU画面例表１　伝送仕様一覧 

分　類 
項　目 

光通信 

使用回線 

規　格 

伝送速度 

周波数 

変調方式 

送信レベル 

受信レベル 

入力インピーダンス 

出力インピーダンス 

通信コード 

誤り検定 

伝送手順 

シングルモード 
光ファイバケーブル 

 

9,600ビット/秒 

 

ベースバンド 

－6～－2dBm 

－14～－40dBm 

 

 

JIS 7 単位符号 

水平垂直パリティ 

ポーリング方式 

メタル通信 

2線式メタル回線 

ITU-T V.23準拠 

1,200ビット/秒 

1,700Hz±400Hz 

FSK 

0dBm±2dB 

0～－30dBm 

10kΩ以上 

600Ω±20％ 

JIS 7 単位符号 

水平垂直パリティ 

ポーリング方式 

表２　システム機能一覧

項　目 機　能

お客さま情報の管理

時 刻 修 正

個 別 検 針

定 例 検 針

ロ ー ド サ ー ベ イ

電力品質データ収集

情報端末との通信

負 荷 制 御

伝 送 信 頼 性 検 証

™低圧受電のお客さま情報の表示，登録，削除
™高圧受電のお客さま情報の表示，登録，削除

™親局の時刻設定
™各機器への時刻修正

™現在値検針（低圧，高圧）
™確定値検針（高圧）

™定例検針日の管理（低圧）
™確定日の設定・管理（高圧）
™定例検針自動実行
™検針結果表示

™ロードサーベイデータの収集
™データの蓄積，グラフ作成

™ステータスデータの収集
 （停電，電圧異常ほか）
™計測データの収集
 （線間電圧，変圧器利用率，高調波ほか）

™電気使用量のお知らせ
™東北電力（株）からのお知らせ
™電子メール交換（送信，受信）

™エアコン制御

™受信率データの収集
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４.２ 伝送手順

各機器までの伝送手順として以下の三つの手順で通信を

行うこととした。

中継装置個別手順

各中継装置に対し，メタル回線，光回線を通して個別に

データ伝送を行うもので，本手順を使用する電文として，

中継装置への管理端末アドレス登録電文がある。

端末機器個別手順

各端末機器に対し，メタル回線，光回線と低圧配電線搬

送を通して，シーケンシャルに個別にデータ伝送を行うも

ので，本手順を使用する電文として，電力量計への個別検

針電文がある。

定例ポーリング手順

各中継装置に対し一斉指令を送信し，中継装置に低圧配

電線搬送によりローカルデータを収集させた後，一括して

親局から収集する手順である。中継装置は， で登録した

端末アドレスのなかから，一斉指令の電文中に含まれる対

象機器のアドレスを抽出し，データを収集する。なお，本

手順は電力量計の定例検針時などに使用される。

以上の伝送手順の動作内容を図３に示す。

現地検証試験

５.１ 取付機器

開発機器を現地に取り付け，実証試験を行った。幹線系

の光回線ルートは 2ルート 2中継装置，メタル回線ルート

は 2ルート 3中継装置とした。おのおのの中継装置の下に

は計26台の端末機器を取り付け，また，これとは別ルート

で電話回線直接で高圧情報端末 2台を取り付けた。フィー

ルド機器の一例として，メタル用中継装置の取付け状況を

図４に示す。

５.２ 試験結果

伝送信頼性の確認のため，各端末装置に対し，定例ポー

リング手順により1時間ごとに通信を行い，伝送信頼性デー

タを集計した。約 1年間にわたり試験した結果，各月，各

時間帯の受信率はほぼ 100 ％で推移し，リトライなどの誤

り制御を考慮すると，データ伝送は問題なく実施できるこ

とを確認できた。また，各機器に対する機能（検針，監

視・制御，計測）についても，実用上問題ないことを確認

した。

あとがき

本研究の結果，光回線およびメタル回線と低圧配電線搬

送を組み合わせた，配電負荷監視制御システムの伝送技術

の確認と，各機器の動作確認ができた。今後は，メタル回

線と高圧配電線搬送を連係させた「異種搬送連係システム」

経由でのデータ伝送など，配電負荷監視用親局の機能拡張

を行い，さらに実用化へ向けてシステムの完成度を高めて

いきたい。

最後に本システムの開発にあたり，ご指導とご協力をい

ただいた関係各位に深く感謝の意を表する次第である。

（1）

（3）

（2）

（1）

518（48）

富士時報 Vol.71 No.9 1998

負荷監視用 
CPU

中継装置1 
中継装置　 N

各端末1 
各端末 N

（a）中継装置個別手順 

負荷監視用 
CPU

中継装置1 
中継装置　 N

各端末1 
各端末 N

（b）端末機器個別手順 

負荷監視用 
CPU

中継装置1 
中継装置　 N

各端末1 
各端末 N

（c）定例ポーリング手順 

図３　伝送手順 図４　メタル用中継装置
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配電自動化システムの応用ソフト

ウェアの開発に従事。現在，（株）

FFCシステム本部第一システム

統括部電力システム部主任。

佐藤　　進

配電自動化システムの開発に従事。

現在，電力システム製作所配電シ

ステム部主任。
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まえがき

沖縄電力（株）と富士電機は，事故時の早期復旧や配電系

統運用管理のさらなる効率化などをめざし，配電自動化シ

ステムの仕様，機能の見直しを進めてきたが，今回，開閉

器の遠方操作を主たる機能とした遠制システムによる部分

運用を開始した。

本システムは UNIX
〈注〉

ワークステーションを 2台使用し，

さらに周辺装置も標準の LANで結合したオープン分散形

〈注１〉UNIX：X/Open Company Ltd. がライセンスしている米国

ならびに他の国における登録商標

の構成としており，コンパクトで拡張性に富んだ信頼性の

高いシステムを構築している。以下に概要を紹介する。

システムの構成

沖縄電力（株）における配電自動化システムの全体構成と

情報の流れを図１に示す。また，支店に設置する配電自動

化システムの外観を図２に示す。

２.１ コンピュータシステムの構成

本システムは図１のように，通常運転時にサーバ処理と

マンマシン処理（CRT1）を実行するワークステーション

沖縄電力（株）配電自動化システム

519（49）

川満　秀昭（かわみつ　ひであき） 吉田　勝児（よしだ　まさる） 佐藤　　進（さとう　すすむ）

配電コンピュータシステム 

開閉器遠方 
監視制御装置 

親局DX 
装置1

親局DX 
装置2

開閉器 
監視制御 

遠制子局 

（6チャ 
　　ネル） 

親局DX 
装置3

伝送 
ユニット 

インタ 
フェース 

事務用 
PC端末 

経営情報 
システム 

本店 メーカー 

NTT回線 高度情報化ネットワーク 

営　　配 
システム 

給電指令所 
CPUシステム 

給電　 
指令所 
連係　 リモート 

メンテ　 
ナンス　 

リモートメンテ 
ナンス端末 

制御所 
システム 

（将来） 

伝送 
ユニット 

伝送 
ユニット 

モデム 

変電所情報 

モデム 

CRT1

サーバ/マンマシン用 
ワークステーション（WS1） 

DAT

キーボード 

マウス 
FMアンテナへ 

時計 
装置 

システム 
監視装置 

二重化 

FPD
CD- 
ROM

CRT2

マンマシン用 
ワークステーション（WS2） 

DAT

キーボード 

マウス 

ハード　　 
コピー装置 

情報用LAN

制御用LAN

漢字LBP 
装置　　 

FPD
CD- 
ROM

図１　配電自動化システムの構成
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１（WS1）と，通常運転時にはマンマシン処理（CRT2）

を実行し，WS1停止時にバックアップ運転を実行するワー

クステーション２（WS2）を中核として，開閉器子局と

の伝送を行う親局DX装置 1～ 3，変電所情報を制御所経

由で受信する制御所伝送インタフェース装置 1～ 3，レー

ザビームプリンタなどを LAN接続により構成している。

LANは情報種別に応じて情報用 LANと制御用 LANに

分割し，負荷の分散を図っている。また，LANは広く使

用されている Ethernet
〈注２〉

を採用しており，将来の他システ

ムとの連係や高度情報ネットワークへの加入にあたっても，

〈注２〉Ethernet ：米国Xerox Corp. の登録商標

容易かつ安価に対応することを可能とした。

２.２ システムの開発方法

システムを開閉器の遠方操作を主たる業務とした遠制シ

ステムと，事故復旧機能，作業計画機能など，システムを

高度に運用する業務である自動制御システムに分割し，開

発を進め，今回，遠制システムによる部分運用を開始した

ものである。表１にシステムの機能一覧と遠制システム/

自動制御システムの区分を示す。

システムの特長

本システムで特長的な機能について，以下に概要を紹介

する。

３.１ システム運転

同時並行操作

卓（1CRT/卓）は 2台としたが，分散システムのメリッ

トを最大限に生かし，台風などで配電線事故が多発するよ

うな場合や，工事件名が多数あって業務が輻輳（ふくそう）

するような場合でも，2卓を有効かつ効率的に使用できる

よう，同時並行操作ができるようにした。以下に同時並行

操作の例を示す。

台風時など事故が多発する場合

左右の卓に別々の事故件名を表示し，独立して処理で

きる。

業務が輻輳した場合

2卓運用時に片卓はオンライン機能に限定するなどの

制限を設けず，二人のオペレータにより左右の卓で別々

の業務を独立して処理できる。

表２に本システムのモードを示す。

バックアップ運転

従来の集中形のシステムでは，ミニコンピュータが保守

や故障により停止した際の対策を考慮する場合，デュアル

またはデュプレックスによる二重化システムを構築するケー

スや，通常は使用しないバックアップ装置を別置するケー

スが一般的であったが，本システムでは通常は CRT2 と

（2）

（b）

（a）

（1）
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図２　配電自動化システムの外観

表１　システムの機能一覧 

機　能 

システム運転機能 

CRT表示機能 

SV情報監視機能 

数値情報監視機能 

手動設定機能 

開閉器個別操作機能 

作業計画機能 

事故時操作機能 

簡易系統操作機能 

過負荷解消操作機能 

融通計算機能 

地絡点標定・表示機能 

実績データ保存機能 

監視結果記録機能 

任意時記録機能 

実績データ記録機能 

設備データメンテナンス機能 

シミュレーション機能 

給電システム連係機能 

リモートメンテナンス機能 

親局DX装置機能 

制御所 IF装置機能 

遠　制 自動制御 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

 

 

 

 

 

 

 

◯ 

 

 

◯ 

 

 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

 

 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

 

◯ 

◯ 

 

 

◯ 

〈注〉遠制，自動制御の両方に◯のある機能は，一部機能を遠制システムに実装 

表２　システムのモード 

CRT2
CRT1

オンライン 

メンテナンス 

作業計画 

操作訓練 

模擬実行 

停　止 

オン 
ライン 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

□ 

◯：切替可，□：バックアップ運転 
＊1：同一件名は，メンテナンス機能にて制約を設け，同時操作を不可とする。 
　　　別件名で重複する部分を変更した場合，データチェックにてエラーとなる 
　　　場合がある。 
＊2：同一件名は，作業計画機能にて制約を設け，同時操作を不可とする。 
＊3：通常運転/バックアップ運転切替時，作業中の内容は破棄され，オンライン 
　　　モードとなる。再度運転モードを設定することが可能である。 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

＊1

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

＊2

＊3 ＊3

メンテ 
ナンス 

作業 
計画 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 
＊3

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 

◯ 
＊3

操作 
訓練 

模擬 
実行 

停止 

A7176-18-154/A7176-18-155/A7176-18-153
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して使用しているマンマシン用WS2 に，バックアップ監

視制御機能を実装することでサーバ停止時にも自動切替に

より運転を継続できる機能とした。

これにより，万一サーバ機能が停止しても，通常の運転

と同一の操作で配電系統の運用を行うことを可能としてい

る。表２に示すとおり，バックアップ運転時にもオンライ

ン以外の業務も通常運転時と同等に行うことが可能である。

３.２ マンマシン

配電系統図の表示

配電系統図の表示方式としては，地形図上に表示するマッ

ピング方式や，接続状態を表示するスケルトン方式がある

が，本システムでは両者の特長である地形的な把握のしや

すさと接続の視認性を加味し，現状，沖縄電力（株）で運用

している配電系統図（支店管轄内の全配電線を用紙 1枚に

レイアウトした図面）をそのままの形で画面に表示する簡

易マッピング方式とした。簡易マッピング方式による表示

例を図３に示す。また，主な特長は次のとおりである。

全域，中間，詳細の 3段階により，目的に応じて表

示範囲を切替できる。

配電線ごとに固有の色表示（全12色）により，系統

の接続状態，供給範囲が一目で分かる。また，事故停

電時には黒フリッカすることで，注意を促すようにし

ている。

表示が中間または詳細である場合に，マウス操作に

よる全域スムーズスクロールを可能とし，従来のシス

テムで行っていた「画面切出し」などの操作を不要と

している。

変電所指示などによるジャンプ表示により見たいと

ころを瞬時に表示させることができる。

マルチウィンドウ表示

最近のコンピュータシステムでは，従来のミニコンピュー

タシステムに比較し，マルチウィンドウなどの画面表示機

能が飛躍的に向上している。本システムにおいてもこのマ

ルチウィンドウ機能を生かし，操作性，視認性を向上させ

ている。ただし，監視制御専用に使用することを踏まえ，

表示仕様にあえて制限を設けて画面の重なりを排除する仕

様とした。これにより，画面操作を簡略化している（画面

位置変更やサイズ変更は画面上のボタンをマウスで選択す

るのみ）。マルチウィンドウ表示例を図４に示す。また，

主な特長は次のとおりである。

最も使用頻度の高い配電系統図は常にフルサイズで

表示

一般の画面は 1/4 サイズで 3画面まで表示できるよ

うにし，画面同士の重なりを排除

1/4 サイズの画面をフルサイズに変更可能

配電線スケルトン表示

配電線微地絡事故時の地絡電流の横並び表示による地絡

点の推定や，電圧・電流，X時限値の横並び表示による配

電線運用状態の確認のために，配電線スケルトンも表示で

きるようにしている。スケルトンは配電系統図のデータと

オンライン状態から自動で作成し，連係開閉器を超えて充

電している範囲を表示する。図５に配電線スケルトンの表

示例を示す。

操作ガイドの充実

操作補助のために操作ガイドおよびヘルプ画面を表示で

きるようにしている。操作ガイドとは，画面上のボタンの

（4）

（3）

（c）

（b）

（a）

（2）

（d）

（c）

（b）

（a）

（1）
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図３　配電系統図の表示
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図５　配電線スケルトンの表示例

A7176-18-148

図４　マルチウィンドウの表示例
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操作目的を図６に示すような吹出しで表現するもので，マ

ウスの右ボタンで画面上のボタンを選択することで表示さ

れる。ガイドの内容を編集するツールも実装しており，よ

り実運用に見合った内容に変更することが可能である。ヘ

ルプ画面には各開閉器や区間のシンボル形状と色の意味を

一覧表示しており，配電系統の状態を認識するための補助

としている。

状態変化（状変）の表示

状変情報はシステム内に保存・画面表示させ，必要に応

じて編集表示・ LBPへの帳票出力を可能とすることによ

り，SF印字専用のプリンタを省略した。

また，最新 3行分を小さなポップアップに表示できるよ

うにしており，状況把握の一助としている。なお，状変情

報は最大 10,500 行分を蓄積でき，最古のものから破棄し

ていくため，台風などで事故が頻発した際にも，一連の事

故情報を確認する間もないうちに破棄されることはない。

図７に状変画面と最新状変ポップアップの表示例を示す。

３.３ 系統操作

開閉器操作時の実行確認

従来のシステムでは，開閉器の遠方操作を行う際には，

機器と操作内容を選択後，操作卓の「実行」ボタンを押下

するか，制御鍵（かぎ）を操作するなどの 2アクションが

一般的であった。

本システムでは，遠方操作時にはメッセージとともに確

認のポップアップを表示し注意を促すことで，同等以上の

インタロックとしつつ，操作性の向上とオペレータコンソー

ルの簡素化を図っている。

開閉器通過電流の収集

制御を行う開閉器子局にはすべて，通過電流計測機能が

ある。本システムではこの機能を活用し，15分周期で全開

閉器子局の計測値を収集することで，精度の高い区間負荷

算定を行っている。

簡易系統操作

従来のシステムでは，火災発生時などの緊急時に負荷を

切り替える場合，件名の登録→手順の作成→手順の評価

（模擬実行など）→手順の実行，のステップを踏んではじ

めて切替操作ができるような機能である場合が多いが，本

システムでは緊急であることを優先し，個別操作の延長で

手順の作成・実行ができる機能として，簡易系統操作機能

を採用した。操作方法はきわめて簡易であり，切り替えた

い負荷の電源側開閉器を選択し，表示される個別操作用

ポップアップから切替指示を行うことで手順が作成され，

１手順ごとにオペレータへ実行指示を促す方式であるため，

手順が適切でないと判断すればその場で中止できる。切戻

しについても同様である。

３.４ 設備データメンテナンス

変電所ポジションメンテナンス

従来のシステムでは，変電所のポジションはメーカーメ

ンテナンスであったり，標準化されたポジションであるが

非標準の変電所はメーカーメンテナンスであったりした都

合上，変電所の改造のたびにメーカーにメンテナンス作業

を委託するなど，柔軟性に欠けるところがあった。本シス

テムで取り扱う変電所情報は制御所で収集・再編集して配

電側へ送信されるため，各変電所のポジションはすべて異

なるチャネル，ワードに割り付けられている。そこで，設

（1）

（3）

（2）

（1）

（5）
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図７　状変画面と最新状変ポップアップの表示例

A7176-18-138

図８　変電所ポジションの入力画面

A7176-18-152

図６　操作ガイドとヘルプ画面

A7176-18-140
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備データの一つとしてポジションメンテナンスを採り入れ

オペレータがメンテナンスできるようにした。これにより

変電所の改造に対し柔軟に対応することが可能となり，さ

らに委託費も削減している。メーカーメンテナンスが必要

なのは，親局DX装置を増設する場合などハードウェア増

設が必要な場合に限定できている。図８に入力画面を示す。

オペレーションレコーディングメンテナンス方式

従来のシステムでは，データメンテナンスは，設備の差

分を件名ごとに有しており，メンテナンス系統への展開時

に時系列で積み上げて将来設備を作成しているケースも

あった。しかしながら天候などにより，ある件名のみ先送

りとなったような場合，次の件名を展開した際，あるべき

線がなかったりして展開に失敗する状況に陥り，どこがエ

ラーの原因なのか分からないため件名を削除してやり直す

ケースもあった。

本システムではメンテナンス時のオペレーションそのも

のを記録し，差分プログラムに展開して保存する方式を確

立しており，展開時にはオペレーションそのものが高速に

再現されるため，展開順序に関係なく展開できるようにし

ている。オペレーション再現中に展開エラーとなっても，

エラーとなった対象機器やオペレーションが明らかである

ため，修正が簡単である。この方式を採用することで，従

来，難しいとされる営業所間システム連係時の設備メンテ

ナンスなどについても解決することが可能である。

本方式の動作概要を図９に示す。

今後の予定

遠制システムは，1998年 6 月に沖縄電力（株）浦添支店に

設置・稼動中で，現在，1999年初頭に向けて自動制御シス

テムを開発している最中である。

あとがき

以上，沖縄電力（株）配電自動化システムの概要を紹介し

た。配電自動化システムによる配電系統の一層の供給信頼

度の向上，運用の効率化，業務の省力化をめざしてシステ

ムの開発・拡充を図っていく所存である。

本システムの開発にあたり多大なご指導，ご協力をいた

だいた関係各位に謝意を表する。

（2）

523（53）

富士時報 Vol.71 No.9 1998

メンテナンス 
前のライン設備 

従来のメンテナンス方式 
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line3の削除は失敗に終わる。 
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図９　オペレーションレコーディングメンテナンスの動作概要
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現在，電力システム製作所配電シ

ステム部主査。

村田　和久

太陽電池システムのエンジニアリ

ング業務，自動検針システムの設

計に従事。現在，松本工場電力量

計部主査。

高橋　文男

カスタムPCの開発設計に従事。

現在，吹上工場電子設計部主任。
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まえがき

大口需要家（契約電力 500 kW以上）の検針業務は，契

約内容が多種多様であるため，一般的に電力会社の社員に

よる検針が行われている。また，毎月同じ日に検針を行い，

多くの検針日が月末，翌月 1日に集中しており，検針業務

の効率化が課題となっていた。さらに，近年の電力需要の

昼夜間格差の増大に伴い，大口需要家の負荷状況を綿密に

把握する必要性が高まっていることから，大口需要家向け

自動検針システムの早期実用化が望まれていた。

こうした背景のなか，富士電機は，東京電力（株）および

九州電力（株）と共同研究にて大口需要家向け自動検針シス

テムのセンタ側網制御装置，伝送端末，使用電力量表示端

末（以下，表示端末と略す），通信機能付電力需給用複合

計器（以下，複合計器と略す）の開発を行い，現在納入中

である。

以下に大口需要家向け自動検針システムの概要を紹介す

る。

大口需要家向け自動検針システムの概要

２.１ システムの基本構成

図１に本システムの基本構成，表１に本システムの構成

機器の機能概要を示す。営業所・支店に設置された中央装

置から，各種伝送路網およびそれら各網に対応した伝送端

末を経由し，複合計器の計量指示値を読み取ることにより

検針が行われる。なお，複合計器，表示端末の上位系イン

タフェースは，接続線数が少なく，物理的なスペースも小

さくなる 2線式の電流ループ双方向通信方式を採用してい

る。表示端末は，時間帯別計量の必要な需要家に設置し，

複合計器にて計量した指示値をもとに，時間帯別の計量結

果の表示を行う。図２に複合計器の外観，図３に表示端末

の外観を示す。

２.２ システム機能

表２に示すように，計量日に確定した確定値の検針を行

大口需要家向け自動検針システム
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菊地　秀一（きくち　ひでいち） 村田　和久（むらた　かずひさ） 高橋　文男（たかはし　ふみお）

伝送端末 中央装置 

営業所・支店 大口需要家 

表示端末 複合計器 

伝
送
路
網 

図１　大口需要家向け自動検針システムの基本構成

図２　通信機能付電力需給用複合計器の外観

表１　大口需要家向け自動検針システム構成機器の概要

構成機器

™伝送路網，伝送端末を介し，複合計器にて計量した指
　示値の収集，表示を行う。

™中央装置からの指令に基づき複合計器の指示値を読み
　取り，返信する。

™複合計器にて計量した指示値を時間帯別にデータ演算
　し，表示を行う。
™上位系からの指令により，複合計器と通信を行い，伝
　送端末を介して計量値を返信する。
™指針30分値×44日分を記憶する。

™使用電力量を計量し，上位系からの指令により，伝送
　端末を介して計量値を返信する。
™指針30分値×10日分を記憶する。

中央装置

伝送端末

表示端末

複合計器

機　能

A6202-16-225



大口需要家向け自動検針システム

う例日・個別検針機能に加えて，30分ごとの使用電力量を

把握するため，30分値収集機能を持たせている。

納入システム

３.１ 納入システムの概要

表３に東京電力（株），九州電力（株）の大口需要家向け自

動検針システムの概要を示す。

３.２ 東京電力（株）大口需要家向け自動検針システム

３.２.１ システム構成

図４に本システムの構成を示す。東京電力（株）では，大

口需要家向け自動検針システム用の伝送路として，NTT

〔日本電信電話（株）〕回線，光回線が使用されている。NTT

回線では，ノーリンギング通信方式（３.２.２項参照）を利

用し，新たに伝送路を布設する必要のないシステム構成と

なっている。

富士電機は，NTT回線のシステムのうち，東京電力

（株）の支店に設置されるセンタ側網制御装置（TPC-NCU），

需要家に設置される端末側網制御装置（TP-NCU），複合

計器および表示端末を納入した。

３.２.２ ノーリンギング通信方式

本システムでは，伝送路として一般のNTT回線を使用

するが，自動検針を行う際に需要家の電話のベルを鳴らさ

ずに自動検針用伝送装置との通信が可能となるノーリンギ

ング通信方式を利用している。伝送手順としては，まず

NTTの電話局内のノーリンギングトランクと回線をつな

いだ後，需要家の電話番号をかけることによりノーリンギ

ング通信が可能となる。なお，通信中に需要家の電話を使

用した場合には，通信は自動的に切れ通話優先となる。

表４に通信仕様を示す。

３.２.３ センタ側網制御装置（TPC---NCU）

図５に外観を示す。本機器は，中央装置からの起動によ

りノーリンギング通信サービスのインタフェースに準拠し

た回線接続動作を行う。また，発信に際してノーリンギン

グ回線および端末側網制御装置の応答を自動的に確認し，

異常が発生した場合，そのエラー情報を中央装置に転送す

富士時報 Vol.71 No.9 1998
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図３　使用電力量表示端末の外観

端末側網 
制御装置 

中央装置 

センタ側　 
網制御装置 

光回線用 
インタ 
フェース装置 

〈支店〉 

表示端末 

〈大口需要家〉 

複合計器 

光回線用 
伝送端末 

光回線 

NTT回線 

表示端末 複合計器 

図４　東京電力（株）大口需要家向け自動検針システムの構成

表２　大口需要家向け自動検針システムの機能（電文）概要 

分　類 

複合計器に 
対する設定 
・確認指令 
電文 

表示端末に 
対する設定 
・確認指令 
電文 

例日・個別検針 

現在値検針 

設定値確認 

時刻・確定日変更 

最大デマンドリセット 

30分値収集 

30分値6時間分（10日分） 
収集 

機能内容 設定・確認項目 

確定値データの呼出し 

現在値データの呼出し 

設定値データの呼出し 

時刻・確定日の設定 

デマンド値のリセット 

30分データの呼出し 

30分値6時間分データの 
呼出し 

需給カレンダー設定・確認 

時間帯切替パターン設定・ 
確認 

30分値6時間分（44日分） 
収集 

需給カレンダーの設定，呼出し 

時間帯切替パターンの設定， 
呼出し 

30分値6時間分データの呼 
出し 

表３　納入システムの概要 

電力会社名 

項　目 

1995年～ 

約14,000件 

NTT回線 
光回線 

1996年～ 

約2,800件 

メタル回線 
光回線 
保安回線 
NTT回線 

導入開始 

導入対象件数 

伝送路 

九州電力（株） 東京電力（株） 

A6202-16-226

表４　センタ側網制御装置－端末側網制御装置間の通信仕様 

通信方式 

伝送速度 

同期方式 

変調方式 

通信コード 

誤り検出 

誤り制御 

応答方式 

制御コード 

ビット送出順 

半二重通信 

1,200ビット/秒 

調歩同期方式 

FSK 

JIS7単位符号 

水平垂直パリティ 

リトライ 

会話形無手順 

STX：電文の開始を示す。 
ETX：電文の終了を示す。 

低位ビット先行 



大口需要家向け自動検針システム

る。

３.２.４ 端末側網制御装置（TP---NCU）

図６に外観を示す。本機器は，複合計器とともに大口需

要家に設置され，センタ側網制御装置および複合計器との

通信を行う。

３.３ 九州電力（株）大口需要家向け自動検針システム

３.３.１ システム構成

図７に本システムのシステム構成を示す。九州電力（株）

では，大口自動検針システムに使用する伝送路として，配

電線自動制御システム用の予備回線を利用したメタル回線，

光回線，特別高圧需要家に布設される保安通信用電話回線

の予備回線を利用した保安回線ならびに需要家の回線を利

用するNTT回線を使用している。富士電機は，主に需要

家側の機器の開発を行い，メタル回線用伝送端末，光回線

用伝送端末，表示端末および複合計器の納入を行っている。

３.３.２ 伝送端末

営業所装置と複合計器間の通信の中継を行うメタル回線

用伝送端末，光回線用伝送端末の詳細について述べる。

本機器は，上位系伝送路として配電線自動制御システム

用の予備回線を利用することにより，トータルコストダウ

ンを図ることを目的として開発された。本端末の機能とし

ては，上位系，下位系との通信機能，電文判別機能，アド

レス設定機能，状態表示機能などの必要最小限に絞り，通
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伝送端末 

営業所装置 

〈営業所〉 

メタル回線 

保安回線 

NTT回線 

光回線 

表示端末 

〈大口需要家〉 

複合計器 

伝送端末 表示端末 複合計器 

伝送端末 表示端末 複合計器 

伝送端末 表示端末 複合計器 

営
業
所
装
置
間
連
係 

図７　九州電力（株）大口需要家向け自動検針システムの構成

共通部 

アドレス 

指令電文 データ部 データ部 

伝送端末 営業所装置 複合計器 

共通部 応答電文 データ部 データ部 

図８　データの流れ

図６　端末側網制御装置（TP---NCU）の外観
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図５　センタ側網制御装置（TPC---NCU）の外観

215-10-349

表５　メタル回線用伝送端末と営業所装置との間の通信仕様 

通信方式 

回線構成 

伝送速度 

同期方式 

符号形式 

通信コード 

半二重通信 

マルチドロップ 

1,200ビット/秒 

調歩同期方式 

NRZ等長符号 

JIS7単位符号 

制御コード 
STX：電文の開始を示す。 
ETX：電文の終了を示す。 

誤り検出 

ビット送出順 

水平垂直パリティ 

低位ビット先行 

図９　メタル回線用伝送端末の外観
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大口需要家向け自動検針システム

信においては，図８のとおり，データ内容のチェックは行っ

ていない。以下に各伝送端末の概要について紹介する。

メタル回線用伝送端末

本端末は，図９の外観に示すとおり，複合計器の筐体

（きょうたい）を使用している。これにより，伝送端末の

取付け，ケーブル接続が複合計器の取付工事と同様に可能

となり，取付工事の作業性向上が図られている。

表５に通信仕様を示す。なお，接続は，どこからでも分

岐できるマルチドロップ構成としている。

光回線用伝送端末

図 に外観，表６に通信仕様を示す。

通信方式は HDLC（High-level Data Link Control）

による同期通信方式とし，接続光ケーブルは，接続時の

作業性のよい PCS ケーブルとしている。

あとがき

以上，大口需要家向け自動検針システムの概要を紹介し

た。今後も機器のコストダウンなどに留意しながら，自動

検針システムの実用化に寄与していきたい。

最後に本システムの機器開発に多大なご指導，ご協力を

いただいた関係各位に深く謝意を表する次第である。

１０

（2）

（1）

富士時報 Vol.71 No.9 1998

527（57）

表６　光回線用伝送端末と営業所装置との間の通信仕様 

通信方式 

回線構成 

伝送速度 

同期方式 

符号形式 

通信コード 

誤り検出 

ビット送出順 

半二重通信 

マルチドロップ 

4,800ビット/秒 

フラグ同期方式 

マンチェスタ符号 

JIS7単位符号 

CRC-CCITT 

低位ビット先行 

図１０　光回線用伝送端末の外観
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業務用民生機器ほか

電　機
電動機，可変速装置，誘導加熱装置，誘導炉，産業用電源装置，クリーンルームシステム，非常用電源装置，コンピュー

タ用電源装置，舶用電気品，車両用電気品，変圧器，遮断器，ガス絶縁開閉装置，電力変換装置，原子力機器，火力機器，

水力機器，発電機，新エネルギー発電システム，発電設備用保護・監視・制御装置，発電設備用コンピュータ制御装置，

誘導電動機，ギヤードモータ，ブレーキモータ，ファン，ポンプ，ブロワ，電磁開閉器，操作・表示機器，制御リレー，

タイマ，ガス関連機器，配線用遮断器，漏電遮断器，限流ヒューズ，高圧受配電機器，汎用モールド変圧器，電力制御機

器，プログラマブルコントローラ，プログラマブル操作表示器，多重伝送システム，汎用インバータ，サーボシステム，

加熱用インバータ，可変速電動機

制御・情報・電子デバイス

コンピュータ制御装置，運転訓練・系統解析シミュレータ，電力量計，放射線モニタリングシステム，保護・監視・制御

装置，マイクロコントローラ，水処理装置，遠隔制御装置，オゾン処理システム，電気集じん機，FAシステム，電話自動

選択着信装置，レーザ応用装置，ビデオセンサ応用装置，工業計測制御機器，分析機器，放射線計測機器，OCR，磁気記

録媒体，複写機・プリンタ用感光体，パワートランジスタ，サイリスタ，シリコン整流素子，集積回路，パワーハイブ

リッド IC，サージアブソーバ，半導体センサ，スイッチング電源

自動販売機，コインメカニズム，紙幣識別装置，貨幣処理システム，飲料ディスペンサ，自動給茶機，冷凍冷蔵ショー

ケース，ホテルベンダシステム，カードシステム
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変電技術分野は大別して変圧器，開閉設備などの変電機器と，こ

れら設備の保護制御システムからなっている。変電機器は大容量化，

縮小化，環境問題対応などの面で進歩・進展してきた。また，保護

制御システムは，電力系統運用の高信頼度要求の下に，近年の電子

技術を取り入れた高度保護制御，高信頼度化などにおいて技術進歩

を遂げてきた。これら変電技術分野の技術動向と富士電機の具体的

取組みについて述べる。

変電技術の現状と展望

貞川　郁夫 金子　英男 松本　俊郎

富士時報 Vol.71 No.9 p.473-478（1998）

富士電機はガス絶縁開閉装置（GIS）小形化のニーズにこたえて，

小形・軽量な 300kV GIS を開発した。この GIS は，相分離構造・

アルミニウムタンクの採用などにより，従来の三相一括形 GIS に

比べ，大幅に小形・軽量になっている。トレーラによる全装輸送が

可能なため，工場試験時の品質がそのまま維持できる，現地作業期

間が半減できるなどの特長がある。本稿ではこの GIS の概要を紹

介する。

超高圧ガス絶縁開閉装置

杉山　修一 藤田　雅彦 篠原　 弘

富士時報 Vol.71 No.9 p.479-483（1998）

ガス絶縁開閉装置（GIS）はコンパクト化，高信頼性，保守点検

の省力化などの利点があり，国内外を問わずめざましい発展を遂げ

ている。富士電機では，変電所全体の縮小化と経済性向上への強い

ニーズにこたえるべく，定格電圧72/84kV の新縮小形 GIS を開発

した。これは，従来形GIS に比べ据付け面積57％，容積42％，質量

68％と大幅な小形・軽量化が実現されている。

新縮小形ガス絶縁開閉装置

富士　卓司 烏賊　照夫 中村　　朗

富士時報 Vol.71 No.9 p.484-487（1998）

変圧器は電力系統の効率・安定運用のための重要な機器として，

まず価格を抑えつつ信頼性向上を図り，周囲環境に優しく，さらに

省エネルギーによる地球環境保全にも対応する必要がある。このた

め，大容量油入変圧器では，鉄心・巻線の製作法，絶縁構成技術の

合理化，負荷損中の渦電流損・漂遊損の低減，低騒音技術の高度化

について，さらに防災・安全性に優れた都市形機器として，SF6 ガ

ス入変圧器と真空バルブ式負荷時タップ切換装置について，モデル

実験や正確な三次数値解析に基づいて，開発を進めている。

最近の変圧器技術

大久保 堅司 高坂　正明 池田　健二

富士時報 Vol.71 No.9 p.488-493（1998）

近年，電力需要の増大に伴い，変圧器の高電圧・大容量化が進み，

輸送寸法・質量は増大している。一方，輸送制限・輸送環境は年々

厳しくなっている。特に，山間部の変電所，水力発電所，都市近郊

部の変電所に変圧器を据え付ける場合，道路拡張・橋梁（きょうりょ

う）補強などの輸送対策を行うため，輸送費用の比率が高くなって

いる。この問題解決のために，一般低床トレーラで輸送，現地で再

組立するFATRAS（Fuji Advanced Transformer Reassembled At

Site）（分解輸送形変圧器）を開発・実用化したので，紹介する。

分解輸送形変圧器（FATRAS）

山口　　誠 横内　和彰 野口　延雄

富士時報 Vol.71 No.9 p.494-498（1998）

第二世代ディジタルリレーの特徴である，演算部の高性能化，ア

ナログ入力部の高精度化を生かして，高信頼度化とシステム簡素化

を図った変圧器保護継電装置を開発した。また，可搬形ヒューマン

インタフェース（HI）の採用により保守・操作性の大幅な改善を

図ることができた。

本稿では，変圧器保護継電装置のシステム構成と装置仕様につい

て開発成果を中心に概要を紹介する。

第二世代ディジタルリレーを適用した変圧器保護継電装置

山川　　寛 佐藤　弘俊 千原　　勲

富士時報 Vol.71 No.9 p.499-502（1998）

配電自動化技術は従来の供給信頼度向上主体から，コスト面，環

境面も視野に入れた運用の高度化や情報アメニティなどの機能を付

加する方向へと変化している。これらを背景として富士電機が進め

ている広域配電サーバ構想による次世代配電自動化システムや情報

の共有化，系統計画業務支援への展開ならびに自動検針の実用化動

向やデマンドサイドマネジメント（DSM）などお客さま系自動化

への取組みについて述べる。

配電自動化技術の現状と展望

大橋　一弘 桑山　仁平 堀口　　浩

富士時報 Vol.71 No.9 p.503-506（1998）

富士電機は関西電力（株）との共同研究において，設備投資の抑制

と業務効率化を狙いとする，「配電線増強計画支援システム」を開

発した。特にこの開発においては，モダンヒューリスティック手法

の一つである遺伝的アルゴリズムを，日本で初めて配電系統の問題

解決に実用化した「最適系統ガイダンスパッケージ」を開発した。

本稿では，本パッケージの概要を中心に，本システムの概要を紹介

する。

関西電力（株）配電線増強計画支援システム

江川　　進 草間　　悟 大井　　洋

富士時報 Vol.71 No.9 p.507-511（1998）
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Abstracts (Fuji Electric Journal)

To meet needs for smaller size gas-insulated switchgear (GIS), Fuji

Electric has developed small, light 300kV GIS.  This GIS, using a phase-

segregated construction and aluminum tanks, has been greatly reduced in

size and weight.  Because of its fully assembled transportation by trailer, it

has the advantages of maintaining the quality at factory tests and cutting

installation time on site by half.  This paper gives an outline of this GIS.

Extra-High-Voltage Gas-Insulated Switchgear

Syuichi Sugiyama Masahiko Fujita Takahiro Shinohara

Fuji Electric Journal  Vol.71 No.9 p.479-483  (1998)

The subject of substation  technology  consists of substation equip-

ment, such as transformers and switchgear, and protection and control sys-

tems for the equipment.  The substation equipment has made great

advances in increase in unit capacity, downsizing, and in environmental

preservation.  The protection and control systems under demands for reli-

able power system operation have made technical progress in advanced

protection and control utilizing recent electronics and in reliability

enhancement.  This paper describes these trends of substation technolo-

gies and Fuji Electric’s activities.

Present Status and Prospects for Substation 
Technology

Ikuo Sadakawa Hideo Kaneko Toshio Matsumoto

Fuji Electric Journal  Vol.71 No.9 p.473-478  (1998)

Transformers, key equipment in power systems, are required to con-

trol price, improve reliability, be environment-friendly, and reduce power

losses to preserve the global environment.  In large oil-immersed trans-

formers, researches are done into rational manufacturing of cores and

windings including insulation structures, reduction of eddy-current and

stray-load losses, and enhancement of low-noise technique.  In the SF6 -

immersed transformers and associated vacuum-switch on-load tap-chang-

ers for fireproof urban installations,  developed are a new product series

and power rating increase up to 60 MVA.  The paper also describes the

latest examples of model experiments and 3D numerical analyses.

Recent Transformer Technologies

Kenji Okubo Masaaki Kousaka Kenji Ikeda

Fuji Electric Journal  Vol.71 No.9 p.488-493  (1998)

Recently, gas-insulated switchgear (GIS) has made various improve-

ments in compactness, size and installation space, reliability, and labor for

maintenance and inspection.  To meet strong needs for reduction in the

total cost and space of substations, Fuji Electric has developed new com-

pact GIS for rated voltage 72/84 kV.  The new GIS has reduced size and

weight as low as 57% installation area, 42% volume, and 68% mass com-

pared to conventional GIS.

New Compact Gas-Insulated Switchgear

Takashi Fuji Teruo Ika Akira Nakamura

Fuji Electric Journal  Vol.71 No.9 p.484-487  (1998)

Fuji Electric has developed a highly reliable, simplified transformer

protection relay system, making the most of superior performance calcula-

tion and high precision analog input which characterize the second gener-

ation digital relays.  In addition, maintenance and handling have greatly

been made easier by adopting the human interface.  This paper outlines

the system configuration and specifications, focusing on the results of

development and testing.

New Digital Protective Relay System for 
Transformers

Hiroshi Yamakawa Hirotoshi Sato Isao Chihara

Fuji Electric Journal  Vol.71 No.9 p.499-502  (1998)

High-voltage, large capacity transformers due to recent increase in

power demand have increased their transportation size and weight.  On

the other hand, the transportation limits and environments have become

serious from year to year.  Particularly when transformers are installed in

a substation or hydropower station in a mountainous region or in the sub-

urbs, the ratio of transportation cost increases to take measures such as

road expansion and bridge reinforcement.  To solve this problem, Fuji

Electric has developed the FATRAS which can be transported by a gen-

eral-purpose low-platform trailer and reassembled at site.

Fuji Advanced Transformer Reassembled At Site 
(FATRAS)

Makoto Yamaguchi Kazuaki Yokouchi Nobuo Noguchi

Fuji Electric Journal  Vol.71 No.9 p.494-498  (1998)

Jointly with The Kansai Electric Power Co., Inc., Fuji Electric devel-

oped a “distribution planning support system” that aims at the control of

equipment investment and increase in management efficiency.  Fuji

Electric particularly developed an “optimum system guidance package”

for the system, in which inherited algorithm, one of modern heuristics,

was first in Japan been applied to the solution of distribution system prob-

lems.  This paper gives an outline of the system, focusing on an outline of

this package.

A Distribution Planning Support System for The 
Kansai Electric Power Co., Inc.

Susumu Ekawa Satoru Kusama Hiroshi Oi

Fuji Electric Journal  Vol.71 No.9 p.507-511  (1998)

Distribution automation technology has been changing from conven-

tional improvement of supply reliability toward the sophistication of man-

agement keeping costs and environmental problems in perspective and the

addition of functions such as the information amenity.  This paper

describes the next-generation distribution automation system and common

use of information based on Fuji Electric’s server plan for wide distribu-

tion network, support for distribution network planning, the tendency of

automatic meter reading toward practical use, and activities for user sys-

tem automation such as demand side management.

An Overview of Recent Distribution Management 
Systems

Kazuhiro Oohashi Jinpei Kuwayama Hiroshi Horiguchi

Fuji Electric Journal  Vol.71 No.9 p.503-506  (1998)



富士電機は東北電力（株）に対し，配電線監視制御システムを

1992 年から納入している。1996 年度から営業所間を連係し，広域

エリアに対して，開閉器の監視制御を行う，広域用クライアント・

サーバ形配電線監視制御システムを納入した。本システムはサーバ

側からクライアント側システムのバックアップ運転，広域停電事故

時の復旧操作を可能にしている。本稿では，この広域用クライアン

ト・サーバ形配電線監視制御システムの構成，連係方式，機能につ

いて紹介する。

東北電力（株）広域用クライアント・サーバ形配電線監視制御
システム

関澤　　学 岡山　幸弘 金澤　康久

富士時報 Vol.71 No.9 p.512-515（1998）

近年，電力会社では，検針・電圧電流計測などの自動化による業

務の効率化，電力品質の維持管理などへの取組みがなされている。

東北電力（株）と富士電機は共同研究メーカー 3社とともに，お客さ

ま個々の負荷状況（電力量，電力品質，機器状態など）を遠隔で自

動管理（検針，監視・制御，計測）する「配電負荷監視制御システ

ム」の開発を行い，フィールド試験を実施した。本稿では，開発し

たシステムのシステム概要とフィールド試験の実施内容について述

べる。

東北電力（株）配電負荷監視制御システム

橋浦　嘉昭 小林　芳邦 清水　康司

富士時報 Vol.71 No.9 p.516-518（1998）

沖縄電力（株）と富士電機は，配電自動化システムの仕様，機能の

見直しを進めてきたが，今回，開閉器の遠方操作を主たる機能とし

た遠方制御システムによる運用を開始した。本システムは UNIX

ワークステーションを中核としたオープン分散形の構成で，拡張性

に富んだシステムを構築している。本稿では，バックアップ運転機

能や，配電系統図の新しい表示方式，設備データメンテナンスの新

しい方式など，本システムの特長的な機能を紹介している。

沖縄電力（株）配電自動化システム

川満　秀昭 吉田　勝児 佐藤　　進

富士時報 Vol.71 No.9 p.519-523（1998）

富士電機は，東京電力（株）および九州電力（株）向けに大口需要家

向け自動検針システムのセンタ側網制御装置，伝送端末，表示端末

および複合計器を納入中である。本システムは，各種伝送路網およ

びそれら各網に対応した伝送端末を経由して大口需要家に設置され

る複合計器の計量指示値を読み取ることにより，一般的に電力会社

の社員により行われている検針業務の省力化を図ることを目的とし

ている。本稿では，本システムの概要，機能および富士電機の開発

した機器の概要について紹介する。

大口需要家向け自動検針システム

菊地　秀一 村田　和久 高橋　文男

富士時報 Vol.71 No.9 p.524-527（1998）



Electric power companies make efforts to reduce labor by automating

meter reading and voltage and current measurement and to maintain

power line quality.  Tohoku Electric Power Co., Inc. and Fuji Electric in

cooperation with three manufactures developed a monitoring and control

system for distribution load and put it to the field test.  This system aims

at remote, automatic control (meter reading, monitoring, control, and mea-

surement) of each individual consumer’s load condition (watt-hours,

power line quality, and status of equipment).  This paper describes an out-

line of the system and the result of the field test.

Distribution Load Monitoring and Control System for 
Tohoku Electric Power Co., Inc.

Yoshiaki Hashiura Yoshikuni Kobayashi Yasuji Shimizu

Fuji Electric Journal  Vol.71 No.9 p.516-518  (1998)

Fuji Electric has supplied distribution automation systems to Tohoku

Electric Power Co., Inc. since 1992.  From 1996, it has supplied a wide-

area, client-server distribution automation system which interconnects the

business offices and preforms monitoring and control of switches in the

wide area.  With this system, the server side can perform backup operation

for the client system and service restoration in case of a wide-area service

interruption.  This paper describes the configuration, interconnection

method, and functions of this wide-area client-server distribution automa-

tion system.

Distribution Automation System for Tohoku Electric 
Power Co., Inc.

Manabu Sekizawa Yukihiro Okayama Yasuhisa Kanazawa

Fuji Electric Journal  Vol.71 No.9 p.512-515  (1998)

The Okinawa Electric Power Co., Inc. and Fuji Electric reviewed the

specifications and functions of the distribution automation system and

recently have started to operate the remote control system for remote

switch operation as the main function.  This system has an open distrib-

uted configuration with a UNIX workstation as the core and is structured

into an open-ended system.  This paper describes the characteristic func-

tions of this system such as the function of backup operation, the new dis-

play system of distribution diagrams, and the new method for equipment

data maintenance.

Distribution Automation System for The Okinawa 
Electric Power Co., Inc.

Hideaki Kawamitsu Masaru Yoshida Susumu Sato

Fuji Electric Journal  Vol.71 No.9 p.519-523  (1998)

Fuji Electric is supplying the center side network control units (TPC-

NCU), terminal units, display terminals, and multifunctional electronic

watt-hour meters of the automatic meter reading systems for bulk cus-

tomers for The Tokyo and Kyushu Electric Power Cos., Inc.  This system

reads the indications of these meters installed at bulk customers’ sites

through a transmission line and a terminal unit correspondent to each line,

aiming at reduction in labor for meter reading generally carried out by an

electric power company’s employee.  This paper outlines the configura-

tion, functions, and components developed by Fuji Electric.

Automatic Meter Reading Systems for Bulk 
Customers

Hideichi Kikuchi Kazuhisa Murata Fumio Takahashi

Fuji Electric Journal  Vol.71 No.9 p.524-527  (1998)
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熊 本 営 業 所 1（096）387-7351 〒862-0954 熊本市神水一丁目24番１号（城見ビル）
南 九 州 営 業 所 1（099）224-8522 〒892-0846 鹿児島市加治屋町12番7号（日本生命鹿児島加治屋町ビル）
沖 縄 営 業 所 1（098）862-8625 〒900-0005 那覇市天久1131番地11（ダイオキビル）

エ ネ ル ギ ー 製 作 所 1（044）333-7111 〒210-0856 川崎市川崎区田辺新田1番1号
変電システム製作所 1（0436）42-8111 〒290-8511 市原市八幡海岸通７番地
東京システム製作所 1（042）583-6111 〒191-8502 日野市富士町1番地
神 戸 工 場 1（078）991-2111 〒651-2271 神戸市西区高塚台四丁目1番地の1
鈴 鹿 工 場 1（0593）83-8100 〒513-8633 鈴鹿市南玉垣町5520番地
松 本 工 場 1（0263）25-7111 〒390-0821 松本市筑摩四丁目18番1号
山 梨 工 場 1（0552）85-6111 〒400-0222 山梨県中巨摩郡白根町飯野221番地の1
吹 上 工 場 1（0485）48-1111 〒369-0122 埼玉県北足立郡吹上町南一丁目5番45号
大 田 原 工 場 1（0287）22-7111 〒324-8510 大田原市中田原1043番地
三 重 工 場 1（0593）30-1511 〒510-8631 四日市市富士町1番27号

（株）富士電機総合研究所 1（0468）56-1191 〒240-0194 横須賀市長坂二丁目2番1号
（株）エフ・エフ・シー 1（03）5351-0200 〒151-0053 東京都渋谷区代々木四丁目30番3号（新宿コヤマビル）

お問合せ先：電力事業本部 電力システム製作所 電話（042）583-6081

高度化・多様化する配電運用業務を強力に支援 

富士電機の配電自動化システム 

システムコントロールの富士電機 

■オープン分散アーキテクチャを駆使した広域配電自動化システムにより 

　シームレスな運用を実現します。 

■豊富なフィールド実績に基づく高度な運用支援機能をパッケージ化しました。 

支店または拠点営業所に、全系統設備データの統合管

理機能と集中監視制御機能を持つ配電サーバを設置し、

各営業所には自律運用を可能とする営業所サーバを配

置した構成となっています。営業所境界を意識させな

いシームレスな運用を可能とした高度な広域配電自動

化システムを低コストで提供します。 

広域配電自動化システムの構成 

 営業所 営業所 

営業所 

テレコン テレコン 

テレコン 

マンマシン 
装置 

マンマシン 
装置 

マンマシン 
装置 

営業所 
サーバ 

営業所 
サーバ 

営業所 
サーバ 

支店（拠点営業所） 

上位系 
連係 配電 

サーバ LAN
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聞こえてきますか、技術の鼓動。
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配電自動化技術特集
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